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（１）造成計画：他史跡公園の盛土事例調査
盛土事例として既に整備されている史跡公園、又は整備基本計画がとりまとめられている史

跡公園における盛土の手法についてインターネットや現地視察により収集・整理した。

１）各種整備における盛土厚の事例
住居復元部等の盛土厚の事例を表 1-1-1 ～ 1-1-2 に、植栽地における盛土厚の事例を表 1-2-1

～ 1-2-2 に示す。

遺跡名、報告書名 盛土厚など 造成概要

史跡大鹿窪遺跡保存整備
基本計画

（平成 31（2019）年 3 月、
富士宮市教育委員会）

1.4 ｍ（遺構面
の深さ2.0～ 3.4
ｍ）

谷状地形を復元するため、現地盤から 1.4 ｍ程度（遺
構面から 2.5 ｍ厚を確保）の盛土をし、約 1.0 ｍ程度
の掘り込みを行った。

竪穴式住居を復元する箇所については現地盤が遺構面
から約 2.1 ｍであることから、盛土は薄くしている。

Ａ地区東側の住居跡および溶岩流跡の遺構包含エリア
上部には住居跡遺構面から約 2.0 ｍ、遺構周囲より約
1.0 ｍの覆土がある。
1.4 ｍ程度の盛土。

史跡二ツ森貝塚 
整備基本構想および整備基本
計画

（平成 30（2018）年 3 月、
七戸町）

0.3 ｍ

過去の整備により緩やかな窪みに最大 30 ㎝の盛土がな
され、また園路の盛土により旧地形が分かり難くなっ
ている。
発掘調査の情報に基づき遺構面から均一な高さまで遺
構保護盛土を施す。

史跡梅野木遺跡整備報告書
（平成 30（2018）年 4 月、
北杜市教育委員会）

80 ㎝（1.1 ～ 1.2
ｍ）

遺構面は、発掘調査後に 30 ～ 40 ㎝の保護盛土による
埋戻土を遺構保護層ととらえ、上部の盛土との間に将
来発掘時の目安の表示層として砂層（厚 5㎝）を敷設
した。上部盛土は最大で 75 ㎝とし、遺構保護の視点か
ら、下層盛土 25 ㎝と上層盛土 50 ㎝（最大）に区別。

史跡下野谷遺跡
整備基本計画

（平成 31（2019）年 3 月、
西東京市教育委員会）

遺構に影響のな
い盛土厚

発掘調査で明らかにされた遺構確認面の起伏を元に縄
文時代の生活面の古地形を推定し、復元的な造成。そ
の際、隣地に影響を与えないよう、雨水排水計画をたて、
場合によっては、盛土崩落と土砂流出の防止策を講じ
た。なお、盛土の厚さは、植栽に関する計画などと併
せて検討した。

史跡大塚歳勝土遺跡
（横浜市、 取材） 1.5 ｍ 発掘調査後埋め戻し、および保護盛土

( 仮称）「丘珠縄文遺跡公園」
整備基本計画

（札幌市）
現状維持
（1.5 ｍ）

現状で 1.5 ｍの盛土がなされておりこれを維持する

表 1-1-1　住居復元部等の盛土厚の事例（1）
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遺跡名、報告書名 盛土厚など 造成概要

史跡 「乙塚（おとつか）古墳
附段尻巻（だんじりまき）古墳
整備計画（土岐市）

墳丘の
地形復元

・計画地周辺の道路等レベルとの自然な形でのすりつ
けを前提とした造成とする。

・発掘調査等の成果を踏まえ、可能な範囲において古
墳が立地した往時の地形の復元を目指す。

・ふれあい広場整備に際して、表層を透水性の高い材
料で仕上げ、整備後の雨水排水係数が現況から大き
く変化しないように配慮する。

・広場としての利用の観点から、過湿状態にならない
ように排水計画を立てる。

（仮称）安満遺跡公園
整備構想（高槻市）

0.5 ～ 0.8 ｍ
（１ｍ以上）

弥生以降の堆積層が 0.5 ～ 1.2 ｍありその上に保護盛
土を 0.5 ～ 0.8 ｍ行い遺跡保存の土層厚を 1.0 ｍ以上
確保した。既存木は根茎への保護処理を行ない、新規
植栽は保護盛土内に根を収めるようにした。また給排
水設備や電気等の基盤施設は保護盛土内に収めた。

史跡西沼田遺跡整備事業
報告書

（平成 26（2014）年、天童市）
0.6 ｍ

事前に地質調査や測量調査を実施し、重量物の荷重が
充分分散される厚さとして、地表面から約 60cm の保護
盛土を造成する。
盛土に使用される砂についても、雨水等が浸透しやす
くあまり乾燥しない程度の山砂とした。

遺跡名、 報告書名 盛土厚 植栽

史跡大鹿窪遺跡保存整備基本
計画

（平成 31（2019）年 3 月、 富
士宮市教育委員会）

1.4 ｍ
（遺構面の深さ
2.0 ～ 3.4 ｍ）

花粉分析等の調査に基づく当時の植生復元：現在の東
北北部から北海道日高山脈～十勝にかけての太平洋側
での現在の植生と同様

史跡二ツ森貝塚 
整備基本構想および整備基本
計画

（平成 30（20118）年 3 月、
七戸町）

0.3 ｍ

修景植栽（遺跡保護のため東地区）：樹木の新たな植
栽は行わない。西地区および中地区には民家との間に
緩衝植栽。植穴の底に防根シート敷設。
林相改良：縄文の森ゾーンは現状スギ林、史跡に近い
範囲からスギを伐採し、縄文時代の森に近い樹種の苗
木や実生から段階的に育成していく。

史跡梅野木遺跡整備報告書（平
成 30（2018）年 4 月、 北杜市
教育委員会）

80 ㎝
（1.1 ～ 1.2 ｍ）

上層草地を鋤取り。造成時に表面に埋め戻した。工事
終了後 1 年である程度の植生の回復が見られ、2年後
にはほぼ植生が回復した。

史跡大塚歳勝土遺跡（横浜市、
取材） 1.5 ｍ 墓域や集落は芝張り周辺と斜面は既存雑木林と竹林。

表 1-2-1　植栽地における盛土厚の事例（1）

表 1-1-2　住居復元部等の盛土厚の事例（2）
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遺跡名、 報告書名 盛土厚 植栽

( 仮称）「丘珠縄文遺跡公園」
整備基本計画（札幌市）

現状維持
（1.5 ｍ）

既存樹木 450 本の活用。周辺景観との調和考えて、必
要に応じて移植。そして調査研究に基づく古植生の復
元を市民参加で進めていく計画。
遺跡保全ゾーンは今後の調査を考慮し芝張りと既存樹
木活用。エントランスゾーンは修景に既存木と花木の
植栽。

史跡 「乙塚（おとつか）古墳附
段尻巻（だんじりまき）古墳整備
計画（土岐市）

墳丘の
地形復元

墳丘は、墳丘上の危険木を伐採し、表面を地被植物に
よるグランドカバーを施す。
計画地外縁には結界植栽・遮蔽植栽等を検討する。
広場等には適宜、景観木・修景木・緑陰樹を植栽する。
導入樹種は地域の在来種を原則とする。

（仮称）安満遺跡公園整備構
想（高槻市）

0.5 ～ 0.8 ｍ
（１ｍ以上）

まとまった景観を造り出していくための植栽の大きな
方向性を示す。①弥生の景観植栽、②弥生の歴史空間
体感植栽、③都市空間植栽、④防災空間の背景となる
緩衝植栽。
具体的には、草原の在来種とノシバが混じる現状の
原っぱを主体とする。既存高木類は景観を考慮し保全
を図り、遮蔽と緑陰を確保。外来種や栽培種を整理、
在来植生へ誘導。

史跡西沼田遺跡整備事業報告
書（H26. ３天童市） 0.6 ｍ

人々と植物のかかわりを実感できる場を目指し、特に
体験学習などにも利用できるクルミやクリ、ブナ、ク
ヌギなどの有用植物を多く植栽しながら、全体として
まとまりのある景観を目指した。また、当初から巨木
を植えず、管理活用の中で育成して、周辺景観との調
和と無理のない植物育成を図ることとした。
湿地造成、実のなる木など樹林造成、食用・薬用植物、
遮蔽植栽（高速道路）

表 1-2-2　植栽地における盛土厚の事例（2）
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図 1-1　植栽技法事例

２）植栽技法事例　「史跡西沼田遺跡整備事業報告書」（平成 26.3 天童市）より
高木や中高木の植栽では、成長した木の根が遺構を傷つけたりすることがないよう、盛土

内に防水シートを設置している。また、盛土には、遺構の保存を考えて山砂が使用されてい
るため、木の根元部分を客土に置き換え、さらに、根の呼吸を助けるため、酸素管を設置し
て植栽を行った。
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表 1-3　樹種ごとの根系の最大深さ

根系の最大深さ
(cm)

胸高直径
(cm)

樹高
( ｍ )

樹齢
( 年 ) 立地

ヤマナラシ 110 22 14 30 関東ローム

エノキ 100 28 13 40 関東ローム

ブナ 120 38 20 80 BD 型土壌

コブシ 160 26 14 40 関東ローム

ミズキ 130 36 16 50 火山砂礫土壌

ミズキ 120 22 10 35 関東ローム

ハンノキ 130 23 13 50 関東ローム

ホオノキ 160 24 15 45 関東ローム

クヌギ 220 34 14 50 関東ローム

クリ 180 22 14 40 関東ローム

キハダ 180 22 8 15 関東ローム

オニグルミ 180 20 8 40 関東ローム

コナラ 280 26 16 40 関東ローム

出典：「樹木根系図説」（苅住 昇　著、1979)

３）高木の根系の深さ
史跡指定地内の修景のための高木植栽においては、表 1-3 に示す各樹種の根系の最大深さ

を参考として盛土を施す。
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（２）遺構表現：遺構復元の表示手法例
以下に、参考として他施設における遺構表現事例の一覧を示す。
また、次ページ以降に遺構表現の各手法に関する事例写真を掲載する。

遺跡名、 報告書名 遺構復元

史跡大鹿窪遺跡保存整備基本計画
平成 31（2019）年 3 月、 富士宮
市教育委員会

谷上地形を復元するため盛土をし、約1.0ｍ程度の掘り込みを行っ
た。

遺構複製展示： 地下遺構の複製（集石遺構など）、平面表示： 盛
土上での平面的表示（住居跡平面表示）、立体表示： 盛土上での
立体的表示（溶岩流跡など）、復元展示： 調査等に基づく建築物
等の復元（住居復元）集落範囲を舗装で示す。

史跡二ツ森貝塚 
整備基本構想および整備基本計画

（平成 30（2018）年 3 月、 七戸町）

貝塚の表現：表土の下に防草シートを敷設し、保護盛土の上面に
貝を散在させる。
竪穴住居跡と土坑：縄文時代中期の平面表示を行い、全域に分布
する様子を表現する。

フラスコ状土坑：人骨の複製展示する。同じく埋葬犬と剥ぎ取り
断面の複製製作。
発掘時と同様にトレンチをつくり、剥ぎ取り資料から型取りした
複製（FRP）をトレンチの断面に展示。

史跡梅野木遺跡整備報告書
（平成 30（2018）年 4 月、 北杜市
教育委員会）

発掘調査で発見された遺構のうち、環状に配置する竪穴住居 1 棟、
建掛竪穴住居1 棟、住居跡表現10 箇所を選定して整備した。また、
湯沢川活動域に敷石住居 1 棟、集石土坑 1 箇所を整備した。

史跡下野谷遺跡整備基本計画
（平成 31（2019）年 3 月、 西東京
市教育委員会）

発掘調査で明らかにされた遺構確認面の起伏を元に縄文時代の生
活面の古地形を推定し、復元的な造成を行います。

史跡大塚歳勝土遺跡
（横浜市、 取材） 周溝墓群（3種の手法による）、弥生環濠集落の竪穴住居群の復元

( 仮称）「丘珠縄文遺跡公園」 整備
基本計画（札幌市） 基本的に発掘など市民の体験参加が中心であり遺構復元はない。

史跡 「乙塚（おとつか）古墳附段尻
巻（だんじりまき）古墳整備計画（土
岐市）

墳丘の現形状を留める形で、遺構の保存を重視した整備を行う。
削平・崩落箇所は、検討した上で可能な範囲で盛土。墳端ライン
について平面的に表示し、遺構の境界を復元する。

（仮称）安満遺跡公園整備構想
（高槻市）

京都大学の農場の管理施設を残しながらの空間整備を行ない、居
住域と生産域、墓域を「象徴的」に表している。
透明パネルに竪穴住居などを表現し弥生の姿をイメージさせる手
法などもとっている。

史跡西沼田遺跡整備事業報告書
（平成 26（2014）年３月、 天童市）

集落復元、建物復元：平屋建物の基本構造：打込柱、三叉による
小屋組、寄棟屋根、茅葺、茅壁、他に副屋、高床式建物、倉、作
業小屋、木柵、微地形の復元、河川の復元・井関の復元、水田

表 2-1　遺構表現の事例
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写真 2-1　藤橋遺跡（新潟県長岡市）
掘立柱建物復元

写真 2-3　妻木晩田遺跡（鳥取県大山町）
復元された竪穴住居

写真 2-4　竪穴住居の骨組みと竪穴
の構造をを示したもの

写真 2-5　御所野遺跡（岩手県一戸町）
発掘成果に基づいて復元され燃やされ
た竪穴住居」

写真 2-2　大塚・歳勝土遺跡（神奈川
県横浜市）竪穴住居

１）建物の復元事例（立体的表現）
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写真 2-6　大塚・歳勝土遺跡（横浜市） 
レンガによる周溝跡表示

写真 2-7 妻木晩田遺跡（鳥取県大山町） 
自然土舗装と木柱

写真 2-8　志田郡衙跡（静岡県藤枝市） 
石柱と平板ブロック、洗出しと縁石によ
る表示

写真 2-9　奥山荘江上館（新潟県胎内市） 
建物跡と川の平面表示、砂利石およびア
スファルト舗装

写真 2-10　妻木晩田遺跡（鳥取県大山町） 
発掘調査の様子を見せている竪穴住居の断
面など

写真 2-11　大塚・歳勝土遺跡（横浜市） 
発掘時の竪穴の様子を見せている

２）平面的表示

３）建物跡穴等の発掘時の遺構復元事例
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写真 2-12　藤橋遺跡
遺構の露出展示（屋内）

写真 2-13　妻木晩田遺跡（鳥取県大山町） 
遺構の露出展示（屋内）

写真 2-14　荒神谷遺跡（島根県出雲市） 
樹脂系の素材で表面処理、銅剣はレプ
リカ

写真 2-15　加茂岩倉遺跡（島根県雲南市） 
銅鐸のレプリカ発掘状況模型

４）遺構の露出展示

５）レプリカによる遺構表示や遺跡のイメージ演出
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植栽経過年
現地の状況

トチ クリ

「植栽 2 年目」
苗木が活着し
成長を始めている
支柱の鳥居は高木植栽

「植栽５年後」　　　　　　
　　
ハンノキが５ｍ以上に育ち虫
が入って倒れたものもある
クリ等他の樹種も順調に育っ
ている

「植栽７年後」
ハンノキの多くが枯れそれ
以外の木が成長している

（３）修景 ・ 植栽：広葉樹林への遷移の事例
【参考事例：馬高遺跡における「縄文の森づくり」：長岡市】
○ヤマハンノキを主体に、先の高木類および中低木類の苗木を混植する。
　ヤマハンノキ 2：他樹種 1 の割合。密度は 2 ～ 4 ㎡に 1 本。( 斜面を濃くする )。なおヤマ

ハンノキの樹高は 1 年に 1 ｍぐらいの成長が見込める。
○マルチング：現地発生のチップ材やバーク堆肥などでマルチングし乾燥防止とする。ただ

し 2 年目には雑草が出てくるために除草が必要。
○ 3 年目くらいにはヤマハンノキが 5m 前後となり林の上層木を構成する。以降は徐々にヤ

マハンノキが育ち日陰で雑草が減ってくる。
○そして 4 ～ 5 年目からは虫が入ってヤマハンノキが枯れたり倒れたりする。その間に他の

樹種が成長していく。
○およそ 7 ～ 10 年後にはヤマハンノキの多くが枯れて、クリ・クルミなど他の樹種が成長し

て林＝縄文の森を構成する。

表 3-1.	史跡馬高・三十稲場遺跡の植栽経過状況
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（４）案内 ・ 解説施設：サインの仕様 ・ デザイン
盤面に関しては紫外線などに対する褪色防止や、風圧などに対する転倒防止、接触した時の

安全対策などの技術的な検討が要求される。
以下に案内・解説施設の仕様に関する指針を示す。

表 4-1.	本体素材の比較検討表
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表 4-2.	盤面表示手法の比較事例検討表
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（５）案内 ・ 解説施設：サイン種別のデザイン事例
目的に応じた表記を行なうが、表示盤面の制約があり、簡潔で分かりやすいことが求められる。
文字書体や文字の大きさと色、盤面の色なども検討される。また分かりやすい絵文字・ピク

トグラムもよく採用される。
次に標識の整備事例を示す。

１）案内標識（サイン）

２）誘導標識（サイン）

写真 5-1.　釜蓋遺跡（上越市）
駐車場の案内図。金属フレームにアルミ
複合版の盤面、シルク印刷。Ｈ 1.8 ｍ、
盤面 1.8 × 1.2 ｍ

写真 5-2.　馬高・三十稲場遺跡（長岡市）
石の柱にアルミ板とアクリルの案内板
ｗ 0.8 ｍ、L1.2m
視界を遮らないように低くして覗き込
み型としている

写真 5-3.　馬高・三十稲場遺跡（長岡市）
木柱（20cm 角柱）に地図と方向を示
すアクリル板貼り込み

写真 5-4.　荒神谷遺跡（出雲市）
木柱（20cm 丸柱）に木製文字彫り込みの
羽型
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 ３）解説標識（サイン）

写真 5-5.　大塚・歳勝土遺跡（横浜市） 
アルミ焼付け塗装、カッティングシー
ト貼り

写真 5-6.　妻木晩田遺跡（鳥取県大山町） 
陶板焼付けの地面埋込み型のサイン 
焼付け退色はしない。埋込み型は草が
覆うと見づらい。

写真 5-7.　的場遺跡（新潟市） 
御影石のベースに陶板焼付けの盤面埋込
み、覗き込み型。陶板 0.6 × 0.6m2 枚、
高さ 0.6 ｍ

写真 5-8.　馬高・三十稲場遺跡（長岡市） 
木柱木製の本体にアクリル板シルク印
刷（表面フッ素加工による退色防止処
理。盤面 1.5 × 0.9 ｍ

写真 5-9.　大塚・歳勝土遺跡（横浜市） 
金属の枠本体に解説板高さ 0.9 ｍ、盤
面約 0.5 × 0.7 ｍ 
高さを抑えた覗き込み型
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 ４）名称標識（サイン）

（６）案内 ・ 解説施設：デジタルコンテンツの導入検討
昨今は、スマートフォンなどの携帯端末の性能向上および普及率の増加から、デジタルコン

テンツを用いた展示開発を行っている事例も多く見受けられる。
本史跡においても、3 時期の遺構を的確に伝え、維持管理が容易であるという側面から、デ

ジタルコンテンツの利用が期待される。
その一方で、デジタルコンテンツ技術は日進月歩であり、現在、他施設で導入しているもの

が今後も最良であるとは限らない。
以下に、デジタルコンテンツの導入事例を示すとともに、今後のデジタルコンテンツの方向

性について専門家にヒアリングした結果を示し、本史跡におけるデジタルコンテンツ導入を検
討する。

１）デジタルコンテンツの導入事例
デジタルコンテンツの導入事例として、以下のものを挙げる。

遺跡等名称 実施主体 システム ・ アプリ名称

特別史跡三
さん

内
ないまるやま

丸山遺跡 青森県教育庁　文化財保護課 三内丸山遺跡 IT ガイド　　システム

下
し た の

野谷
や

遺跡 西東京市教育部社会教育課　文化財係 VR 下野谷縄文ミュージアム

志
し だ み

段味古墳群 名古屋市教育委員会文化財　保護室 Go!Go! しだみ古墳群

表 6-1.	　デジタルコンテンツの導入

写真 5-10.　藤橋遺跡、ふじはし歴史館（長岡市）
　　自然石に名称彫込み 1 ｍ内外

写真 5-11.　岩宿遺跡（群馬県みどり市） 
コンクリート打ち放しに石の名盤貼込
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①三内丸山遺跡 IT ガイドシステム
ア）運用開始年：平成 27（2015）年
イ）実施主体：青森県教育委員会　三内丸山遺跡センター
ウ）開発費および開発期間：１８，１５０千円 / 約６か月
エ）主な機能：VR および音声ガイドによる解説
オ）使用端末：タブレット貸出（ＩＴガイド）
　　個人スマートフォン（さんまるミュージアムガイド内 Q Ｒコード、遺跡内解説板の多言

　　　語解説読込アプリ）
カ）対応言語：英語、中国（繁体・簡体）、韓国　、タイ語
キ）利用環境：施設内 Wi-Fi（館内は Wi-Fi 利用可、ただしＩＴガイドは Wi-Fi 未使用）　
　　GPS およびマーカーによる位置情報取得

　

　

写真 6-1.　史跡指定地内でタブレットを
かざすと

写真 6-2.　VR により当時の風景や縄文
人の暮らしが見られる

写真 6-3.　博物館内では展示物の傍にあ
るマーカーに画面を合わせると

写真 6-4.　遺物の拡大、回転や解説が受
けられる
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② VR 下野谷縄文ミュージアム
ア）運用開始年：平成 29（2017）年
イ）実施主体：東京都　西東京市　教育部　社会教育課　　　　
ウ）開発費および開発期間：39,997,260 円　/ ７　ヵ月
エ）主な機能：VR、音声ガイドつき解説、クイズ、ムービーなど
オ）使用端末：個人スマートフォン・タブレット、貸出端末
カ）対応言語：日本語、英語、中国（繁体・簡体）、韓国
キ）利用環境：史跡地内Ｗｉ－Ｆｉなし　GPS による位置情報取得

　

写真 6-5.　下野谷遺跡タイトル画面

写真 6-8.　VR による遺跡探索

写真 6-6.　マップ表示

写真 6-7.　史跡に関するクイズ

写真 6-9.　ＣＧムービー
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　③ Go!Go! しだみ古墳群
ア）運用開始年：平成 30（2018）年
イ）実施主体：なごや歴史文化活用協議会（名古屋市教育委員会）
ウ）開発費および開発期間：19,865,520　円　/　４ヵ月
エ）主な機能：古墳時代の風景を再現する VR、古墳埋葬施設を再現する AR、古墳マップ・解説、

キャラクターとの写真撮影、ロール・プレイング・ゲーム機能　
オ）使用端末：個人スマートフォン・タブレット、貸し出し用タブレット　
カ）対応言語：日本語、英語、中国（繁体・簡体）語、韓国語
キ）利用環境：施設内 Wi-Fi 等　GPS による位置情報取得

	

写真 6-10.しだみ古
墳タイトル画面

写真 6-11.利用者が古墳
周辺を移動すると画面の
キャラも動く

写真 6-12.しだみ古
墳のキャラクター

写真 6-13.古墳を題材としたＲＰＧゲームが
楽しめる

写真 6-14.古墳周辺では当時の様子を再
現した 360 度ＶＲ画像が楽しめる
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（７）管理 ・ 運営体制：市民参加による計画事例

遺跡名、 報告書名 市民参加

史跡大鹿窪遺跡保存整
備基本計画
平成 31（2019）年 3 月、
富士宮市教育委員会

９号住居は実際の体験学習として復元を行う場所とする。復元のための場や住
居の材料を作り、体験学習時に利用する。設置していない期間は、AR 等で、
当時の景観や住居の様子が見られるようにする。

史跡二ツ森貝塚 
整備基本構想および整備
基本計画

（平成 30（2018）年 3 月、
七戸町）

竪穴住居の復元展示する場合、活用事業の中で町民参加により行うことも検討。
学校教育や生涯学習との連携や支援団体による活用事業の充実と環境整備。

自由動線、展望台、既存東屋撤去、ベンチ、簡易駐車場、トイレ、現地案内所
（保管庫も）、将来ガイダンス施設整備

史跡梅野木遺跡整備報
告書

（平成 30（2018）年 4 月、
北杜市教育委員会）

「みんなでつくる縄文ムラ」を活用・整備の理念、今後の市民参加の住居復元。
竪穴住居づくりボランティアの募集、体験学習会等

史跡下野谷遺跡整備基
本計画

（平成 31（2019）年 3 月、
西東京市教育委員会）

住民説明会、パネル展示（ポスターセッション）
下野谷遺跡保存協議会、縄文の森の秋まつり

史跡大塚歳勝土遺跡
（横浜市、 取材）

ボランティア解説、体験活動
史博物館と一体的な活動展開・体験学習など

( 仮称）「丘珠縄文遺跡
公園」 整備基本計画

（札幌市）

市民参加による継続的な発掘調査の実施。「市民が育てる成長する公園」とし
て「調査研究」、「展示公開」、「体験活動」を市民ボランティアとの協働で進め
ていく。

史跡 「乙塚（おとつか）
古墳附段尻巻（だんじりま
き）古墳整備計画

（土岐市）

市民対象の現地勉強会の実施。
「ふるさと発見体験事業」で小学生等を対象に７つの体験コースを用意し、学
芸員による解説や質疑応答も実施。解説の補助ツールとしての遺物のレプリカ
作成。
市内の主要な文化・観光施設での遺跡紹介の広報活動。

（仮称）安満遺跡公園整
備構想

（高槻市）

基本理念は「市民とともに育て続ける公園」
サウンディング型市場調査の実施
事業前の市民アンケート
周辺の遺跡も考慮した学習の場、歴史遺産ネットワーク

史跡西沼田遺跡整備事業
報告書

（平成 26（2014）年３月
天童市）

地元住民参加の管理運営のためのワークショップ開催
指定管理者「ＮＰＯ法人西沼田サポーターズネットワーク」による市民参加型
の管理と体験イベント実施、天童市西沼田遺跡公園の設置および管理に関する
条例

表 7-1.	市民参加などの各地の計画事例
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（８）関係法令
文化財保護法
昭和 25 年 5 月 30 日
　　（第１・２・３・４・93・94・109 ～ 133 条　抜粋）
第 1 章　総則

（この法律の目的）
第 1 条　この法律は、文化財を保存し、且つ、その活用を図り、
もつて国民の文化的向上に資するとともに、世界文化の進歩
に貢献することを目的とする。

（文化財の定義）
第 2 条　この法律で「文化財」とは、次に掲げるものをいう。
一　建造物、絵画、彫刻、工芸品、書跡、典籍、古文書その
他の有形の文化的所産で我が国にとつて歴史上又は芸術上価
値の高いもの（これらのものと一体をなしてその価値を形成
している土地その他の物件を含む。）並びに考古資料及びその
他の学術上価値の高い歴史資料（以下「有形文化財」という。）
二　演劇、音楽、工芸技術その他の無形の文化的所在で我が
国にとつて歴史上又は芸術上価値の高いもの（以下「無形文
化財」という。）
三　衣食住、生業、信仰、年中行事等に関する風俗慣習、民
俗芸能、民俗技術及びこれらに用いられる衣服、器具、家屋
その他の物件で我が国民の生活の推移の理解のため欠くこと
のできないもの（以下「民俗文化財」という。）
四　貝づか、古墳、都城跡、城跡、旧宅その他の遺跡で我が
国にとつて歴史上又は学術上価値の高いもの、庭園、橋梁、
峡谷、海浜、山岳その他の名勝地で我が国にとつて芸術上又
は観賞上価値の高いもの並びに動物（生息地、繁殖地及び渡
来地を含む。）、植物（自生地を含む。）及び地質鉱物（特異な
自然の現象の生じている土地を含む。）で我が国にとつて学術
上価値の高いもの（以下「記念物」という。）
五　地域における人々の生活又は生業及び当該地域の風土に
より形成された景観地で我が国民の生活又は生業の理解のた
め欠くことのできないもの（以下「文化的景観」という。）
六　周囲の環境と一体をなして歴史的風致を形成している伝
統的な建造物群で価値の高いもの（以下「伝統的建造物群」
という。）
２　この法律の規定（第 27 条から第 29 条まで、第 37 条、
第 55 条第 1 項第四号、第 153 条第 1 項第一号、第 165 条、
第 171 条及び附則第 3 条の規定を除く。）中「重要文化財」には、
国宝を含むものとする。
３　この法律の規定（第 109 条、第 110 条、第 112 条、第 122 条、
第 131 条第 1 項第四号、第 153 条第 1 項第七号及び第八号、
第 165 条並びに第 171 条の規定を除く。）中「史跡名勝天然
記念物」には、特別史跡名勝天然記念物を含むものとする。

（政府及び地方公共団体の任務）
第 3 条　政府及び地方公共団体は、文化財がわが国の歴史、
文化等の正しい理解のため欠くことのできないものであり、
且つ、将来の文化の向上発展の基礎をなすものであることを
認識し、その保存が適切に行われるように、周到の注意をも
つてこの法律の趣旨の徹底に努めなければならない。

（国民、所有者等の心構）
第 4 条　一般国民は、政府及び地方公共団体がこの法律の目
的を達成するために行う措置に誠実に協力しなければならな
い。

２　文化財の所有者その他の関係者は、文化財が貴重な国民
的財産であることを自覚し、これを公共のために大切に保存
するとともに、できるだけこれを公開する等その文化的活用
に努めなければならない。
３　政府及び地方公共団体は、この法律の執行に当つて関係
者の所有権その他の財産権を尊重しなければならない。

第 6 章　埋蔵文化財
（土木工事等のための発掘に関する届出及び指示）
第 93 条　土木工事その他埋蔵文化財の調査以外の目的で、貝
づか、古墳その他埋蔵文化財を包蔵する土地として周知され
ている土地（以下「周知の埋蔵文化財包蔵地」という。）を発
掘しようとする場合には、前条第一項の規定を準用する。こ
の場合において、同項中「三十日前」とあるのは、「六十日前」
と読み替えるものとする。
２　埋蔵文化財の保護上特に必要があると認めるときは、文
化庁長官は、前項で準用する前条第一項の届出に係る発掘に
関し、当該発掘前における埋蔵文化財の記録の作成のための
発掘調査の実施その他の必要な事項を指示することができる。

（国の機関等が行う発掘に関する特例）
第 94 条　国の機関、地方公共団体又は国若しくは地方公共
団体の設立に係る法人で政令の定めるもの（以下この条及び
第 97 条において「国の機関等」と総称する。）が、前条第 1
項に規定する目的で周知の埋蔵文化財包蔵地を発掘しようと
する場合においては、同条の規定を適用しないものとし、当
該国の機関等は、当該発掘に係る事業計画の策定に当たつて、
あらかじめ、文化庁長官にその旨を通知しなければならない。
２　文化庁長官は、前項の通知を受けた場合において、埋蔵
文化財の保護上特に必要があると認めるときは、当該国の機
関等に対し、当該事業計画の策定及びその実施について協議
を求めるべき旨の通知をすることができる。
３　前項の通知を受けた国の機関等は、当該事業計画の策定
及びその実施について、文化庁長官に協議しなければならな
い。
４　文化庁長官は、前二項の場合を除き、第 1 項の通知があ
つた場合において、当該通知に係る事業計画の実施に関し、
埋蔵文化財の保護上必要な勧告をすることができる。
５　前各項の場合において、当該国の機関等が各省各庁の長

（国有財産法（昭和二十三年法律第七十三号）第 4 条第二項に
規定する各省各庁の長をいう。以下同じ。）であるときは、こ
れらの規定に規定する通知、協議又は勧告は、文部科学大臣
を通じて行うものとする。

第七章　史跡名勝天然記念物
（指定）
第 109 条　文部科学大臣は、記念物のうち重要なものを史跡、
名勝又は天然記念物（以下「史跡名勝天然記念物」と総称する。）
に指定することができる。
２　文部科学大臣は、前項の規定により指定された史跡名勝
天然記念物のうち特に重要なものを特別史跡、特別名勝又は
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特別天然記念物（以下「特別史跡名勝天然記念物」と総称する。）
に指定することができる。
３　前二項の規定による指定は、その旨を官報で告示すると
ともに、当該特別史跡名勝天然記念物又は史跡名勝天然記念
物の所有者及び権原に基づく占有者に通知してする。
４　前項の規定により通知すべき相手方が著しく多数で個別
に通知し離い事情がある場合には、文部科学大臣は、同項の
規定による通知に代えて、その通知すべき事項を当該特別史
跡名勝天然記念物又は史跡名勝天然記念物の所在地の市（特
別区を含む。以下同じ。）町村の事務所又はこれに準ずる施設
の掲示場に掲示することができる。この場合においては、そ
の掲示を始めた日から二週間を経過した時に前項の規定によ
る通知が相手方に到達したものとみなす。
５　第 1 項又は第 2 項の規定による指定は、第 3 項の規定に
よる官報の告示があつた日からその効力を生ずる。ただし、
当該特別史跡名勝天然記念物又は史跡名勝天然記念物の所有
者又は権原に基づく占有者に対しては、第 3 項の規定による
通知が到達した時又は前項の規定によりその通知が到達した
ものとみなされる時からその効力を生ずる。
６　文部科学大臣は、第 1 項の規定により名勝又は天然記念
物の指定をしようとする場合において、その指定に係る記念
物が自然環境の保護の見地から価値の高いものであるときは、
環境大臣と協議しなければならない。

（仮指定）
第 110 条　前条第 1 項の規定による指定前において緊急の必
要があると認めるときは、都道府県の教育委員会（当該記念
物が指定都市の区域内に存する場合にあつては、当該指定都
市の教育委員会。第 133 条を除き、以下この章において同じ。）
は、史跡名勝天然記念物の仮指定を行うことができる。
２　前項の規定により仮指定を行つたときは、都道府県の教
育委員会は、直ちにその旨を文部科学大臣に報告しなければ
ならない。
３　第 1 項の規定による仮指定には、前条第 3 項から第 5 項
までの規定を準用する。

（所有権等の尊重及び他の公益との調整）
第 111 条　文部科学大臣又は都道府県の教育委員会は、第
109 条第 1 項若しくは第 2 項の規定による指定又は前条第 1
項の規定による仮指定を行うに当たつては、特に、関係者の
所有権、鉱業権その他の財産権を尊重するとともに、国土の
開発その他の公益との調整に留意しなければならない。
２　文部科学大臣又は文化庁長官は、名勝又は天然記念物に
係る自然環境の保護及び整備に関し必要があると認めるとき
は、環境大臣に対し、意見を述べることができる。この場合
において、文化庁長官が意見を述べるときは、文部科学大臣
を通じて行うものとする。
３　環境大臣は、自然環境の保護の見地から価値の高い名勝
又は天然記念物の保存及び活用に関し必要があると認めると
きは、文部科学大臣に対し、又は文部科学大臣を通じ文化庁
長官に対して意見を述べることができる。

（解除）
第 112 条　特別史跡名勝天然記念物又は史跡名勝天然記念物
がその価値を失つた場合その他特殊の事由のあるときは、文
部科学大臣又は都道府県の教育委員会は、その指定又は仮指
定を解除することができる。
２　第 110 条第一項の規定により仮指定された史跡名勝天然

記念物につき第 109 条第一項の規定による指定があつたとき、
又は仮指定があつた日から二年以内に同項の規定による指定
がなかつたときは、仮指定は、その効力を失う。
３　第 110 条第一項の規定による仮指定が適当でないと認め
るときは、文部科学大臣は、これを解除することができる。
４　第 1 項又は前項の規定による指定又は仮指定の解除には、
第 109 条第 3 項から第 5 項までの規定を準用する。

（管理団体による管理及び復旧）
第 113 条　史跡名勝天然記念物につき、所有者がないか若し
くは判明しない場合又は所有者若しくは第 119 条第 2 項の規
定により選任された管理の責めに任ずべき者による管理が著
しく困難若しくは不適当であると明らかに認められる場合に
は、文化庁長官は、適当な地方公共団体その他の法人を指定
して、当該史跡名勝天然記念物の保存のため必要な管理及び
復旧（当該史跡名勝天然記念物の保有のため必要な施設、設
備その他の物件で当該史跡名勝天然記念物の所有者の所有又
は管理に属するものの管理及び復旧を含む。）を行わせること
ができる。
２　前項の規定による指定をするには、文化庁長官は、あら
かじめ、指定しようとする地方公共団体その他の法人の同意
を得なければならない。
３　第 1 項の規定による指定は、その旨を官報で告示すると
ともに、当該史跡名勝天然記念物の所有者及び権原に基づく
占有者並びに指定しようとする地方公共団体その他の法人に
通知してする。
４　第 1 項の規定による指定には、第百九条第四項及び第五
項の規定を準用する。
第 114 条　前条第 1 項に規定する事由が消滅した場合その他
特殊の事由があるときは、文化庁長官は、管理団体の指定を
解除することができる。
２　前項の規定による解除には、前条第 3 項並びに第 109 条
第 4 項及び第五項の規定を準用する。
第 115 条　第 113 条第 1 項の規定による指定を受けた地方公
共団体その他の法人（以下この章及び第 12 章において「管理
団体」という。）は、文部科学省令の定める基準により、史跡
名勝天然記念物の管理に必要な標識、説明板、境界標、囲い
その他の施設を設置しなければならない。
２　史跡名勝天然記念物の指定地域内の土地について、その
土地の所在、地番、地目又は地積に異動があつたときは、管
理団体は、文部科学省令の定めるところにより、文化庁長官
にその旨を届け出なければならない。
３　管理団体が復旧を行う場合は、管理団体は、あらかじめ、
その復旧の方法及び時期について当該史跡名勝天然記念物の
所有者（所有者が判明しない場合を除く。）及び権原に基づく
占有者の意見を聞かなければならない。
４　史跡名勝天然記念物の所有者又は占有者は、正当な理由
がなくて、管理団体が行う管理若しくは復旧又はその管理若
しくは復旧のため必要な措置を拒み、妨げ、又は忌避しては
ならない。
第 116 条　管理団体が行う管理及び復旧に要する費用は、こ
の法律に特別の定めのある場合を除いて、管理団体の負担と
する。
２　前項の規定は、管理団体と所有者との協議により、管理
団体が行う管理又は復旧により所有者の受ける利益の限度に
おいて、管理又は復旧に要する費用の一部を所有者の負担と
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することを妨げるものではない。
３　管理団体は、その管理する史跡名勝天然記念物につき観
覧料を徴収することができる。
第 117 条　管理団体が行う管理又は復旧によつて損失を受け
た者に対しては、当該管理団体は、その通常生ずべき損失を
補償しなければならない。
２　前項の補償の額は、管理団体（管理団体が地方公共団体
であるときは、当該地方公共団体の教育委員会）が決定する。
３　前項の規定による補償額については、第 41 条第 3 項の規
定を準用する。
４　前項で準用する第 41 条第 3 項の規定による訴えにおいて
は、管理団体を被告とする。
第 118 条　管理団体が行う管理には、第 30 条、第 31 条第 1
項及び第 33 条の規定を、管理団体が行う管理及び復旧には、
第 35 条及び第 47 条の規定を、管理団体が指定され、又はそ
の指定が解除された場合には、第 56 条第 3 項の規定を準用す
る。

（所有者による管理及び復旧）
第 119 条　管理団体がある場合を除いて、史跡名勝天然記念
物の所有者は、当該史跡名勝天然記念物の管理及び復旧に当
たるものとする。
２　前項の規定により史跡名勝天然記念物の管理に当たる所
有者は、特別の事情があるときは、適当な者を専ら自己に代
わり当該史跡名勝天然記念物の管理の責めに任ずべき者（以
下この章及び第 12 章において「管理責任者」という。）に選
任することができる。この場合には、第 31 条第 3 項の規定を
準用する。
第 120 条　所有者が行う管理には、第 30 条、第 31 条第 1 項、
第 32 条、第 33 条並びに第 115 条第 1 項及び第 2 項（同条第
2 項については、管理責任者がある場合を除く。）の規定を、
所有者が行う管理及び復旧には、第 35 条及び第 47 条の規定
を、所有者が変更した場合の権利義務の承継には、第 56 条第
1 項の規定を、管理責任者が行う管理には、第 30 条、第 31
条第 1 項、第 32 条第 3 項、第 33 条、第 47 条第 4 項及び第
105 条第 2 項の規定を準用する。

（管理に関する命令又は勧告）
第 121 条　管理が適当でないため史跡名勝天然記念物が滅失
し、き損し、衰亡し、又は盗み取られるおそれがあると認め
るときは、文化庁長官は、管理団体、所有者又は管理責任者
に対し、管理方法の改善、保有施設の設置その他管理に関し
必要な措置を命じ、又は勧告することができる。
２　前項の場合には、第 36 条第 2 項及び第 3 項の規定を準用
する。

（復旧に関する命令又は勧告九
第 122 条　文化庁長官は、特別史跡名勝天然記念物がき損し、
又は衰亡している場合において、その保存のため必要がある
と認めるときは、管理団体又は所有者に対し、その復旧につ
いて必要な命令又は勧告をすることができる。
２　文化庁長官は、特別史跡名勝天然記念物以外の史跡名勝
天然記念物が、き損し、又は衰亡している場合において、そ
の保存のため必要があると認めるときは、管理団体又は所有
者に対し、その復旧について必要な勧告をすることができる。
３　前 2 項の場合には、第 37 条第 3 項及び第 4 項の規定を
準用する。

（文化庁長官による特別史跡名勝天然記念物の復旧等の施行）

第 123 条　文化庁長官は、次の各号のいずれかに該当する場
合においては、特別史跡名勝天然記念物につき自ら復旧を行
い、又は滅失、き損、衰亡若しくは盗難の防止の措置をする
ことができる。
一　管理団体、所有者又は管理責任者が前二条の規定による
命令に従わないとき。
二　特別史跡名勝天然記念物がき損し若しくは衰亡している
場合又は滅失し、き損し、衰亡し、若しくは盗み取られるお
それのある場合において、管理団体、所有者又は管理責任者
に復旧又は滅失、き損、衰亡若しくは盗難の防止の措置をさ
せることが適当でないと認められるとき。
２　前項の場合には、第 38 条第 2 項及び第 39 条から第 41
条までの規定を準用する。

（補助等に係る史跡名勝天然記念物譲渡の場合の納付金）
第 124 条　国が復旧又は滅失、き損、衰亡若しくは盗難の防
止の措置につき第 118 条及び第 120 条で準用する第 35 条第 1
項の規定により補助金を交付し、又は第 121 条第 2 項で準用
する第 36 条第 2 項、第 122 条第 3 項で準用する第 37 条第 3
項若しくは前条第 2 項で準用する第 40 条第 1 項の規定により
費用を負担した史跡名勝天然記念物については、第 42 条の規
定を準用する。

（現状変更等の制限及び原状回復の命令）
第 125 条　史跡名勝天然記念物に関しその現状を変更し、又
はその保存に影響を及ぼす行為をしようとするときは、文化
庁長官の許可を受けなければならない。ただし、現状変更に
ついては維持の措置又は非常災害のために必要な応急措置を
執る場合、保存に影響を及ぼす行為については影響の軽微で
ある場合は、この限りでない。
２　前項ただし書に規定する維持の措置の範囲は、文部科学
省令で定める。
３　第一項の規定による許可を与える場合には、第 43 条第 3
項の規定を、第 1 項の規定による許可を受けた者には、同条
第 4 項の規定を準用する。
４　第 1 項の規定による処分には、第 111 条第 1 項の規定を
準用する。
５　第 1 項の許可を受けることができなかつたことにより、
又は第 3 項で準用する第 43 条第 3 項の許可の条件を付せられ
たことによつて損失を受けた者に対しては、国は、その通常
生ずべき損失を補償する。
６　前項の場合には、第 41 条第 2 項から第 4 項までの規定を
準用する。
７　第 1 項の規定による許可を受けず、又は第 3 項で準用す
る第 43 条第 3 項の規定による許可の条件に従わないで、史跡
名勝天然記念物の現状を変更し、又はその保有に影響を及ぼ
す行為をした者に対しては、文化庁長官は、原状回復を命ず
ることができる。この場合には、文化庁長官は、原状回復に
関し必要な指示をすることができる。

（関係行政庁による通知）
第 126 条　前条第 1 項の規定により許可を受けなければなら
ないこととされている行為であつてその行為をするについて、
他の法令の規定により許可、認可その他の処分で政令に定め
るものを受けなければならないこととされている場合におい
て、当該他の法令において当該処分の権限を有する行政庁又
はその委任を受けた者は、当該処分をするときは、政令の定
めるところにより、文化庁長官（第 184 条第 1 項の規定によ
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り前条第 1 項の規定による許可を都道府県又は市の教育委員
会が行う場合には、当該都道府県又は市の教育委員会）に対し、
その旨を通知するものとする。

（復旧の届出等）
第 127 条　史跡名勝天然記念物を復旧しようとするときは、
管理団体又は所有者は、復旧に着手しようとする日の三十日
前までに、文部科学省令の定めるところにより、文化庁長官
にその旨を届け出なければならない。ただし、第 125 条第 1
項の規定により許可を受けなければならない場合その他文部
科学省令の定める場合は、この限りでない。
２　史跡名勝天然記念物の保護上必要があると認めるときは、
文化庁長官は、前項の届出に係る史跡名勝天然記念物の復旧
に関し技術的な指導と助言を与えることができる。

（環境保全）
第 128 条　文化庁長官は、史跡名勝天然記念物の保有のため
必要があると認めるときは、地域を定めて一定の行為を制限
し、若しくは禁止し、又は必要な施設をすることを命ずるこ
とができる。
２　前項の規定による処分によつて損失を受けた者に対して
は、国は、その通常生ずべき損失を補償する。
３　第 1 項の規定による制限又は禁止に違反した者には、第
125 条第 7 項の規定を、前項の場合には、第 41 条第 2 項から
第四項までの規定を準用する。

（管理団体による買取りの補助）
第 129 条　管理団体である地方公共団体その他の法人が、史
跡名勝天然記念物の指定に係る土地又は建造物その他の土地
の定着物で、その管理に係る史跡名勝天然記念物の保有のた
め特に買い取る必要があると認められるものを買い取る場合
には、国は、その買取りに要する経費の一部を補助すること
ができる。
２　前項の場合には、第 35 条第 2 項及び第 3 項並びに第 42
条の規定を準用する。

（保存のための調査）
第 130 条　文化庁長官は、必要があると認めるときは、管理
団体、所有者又は管理責任者に対し、史跡名勝天然記念物の
現状又は管理、復旧若しくは環境保全の状況につき報告を求
めることができる。
第 131 条　文化庁長官は、次の各号のいずれかに該当する場
合において、前条の報告によつてもなお史跡名勝天然記念物
に関する状況を確認することができず、かつ、その確認のた
め他に方法がないと認めるときは、調査に当たる者を定め、
その所在する土地又はその隣接地に立ち入つてその現状又は
管理、復旧若しくは環境保全の状況につき実地調査及び土地
の発掘、障害物の除却その他調査のため必要な措置をさせる
ことができる。ただし、当該土地の所有者、占有者その他の
関係者に対し、著しい損害を及ぼすおそれのある措置は、さ
せてはならない。
一　史跡名勝天然記念物に関する現状変更又は保存に影響を
及ぼす行為の許可の申請があつたとき。
二　史跡名勝天然記念物がき損し、又は衰亡しているとき。
三　史跡名勝天然記念物が滅失し、き損し、衰亡し、又は盗
み取られるおそれのあるとき。
四　特別の事情によりあらためて特別史跡名勝天然記念物又
は史跡名勝天然記念物としての価値を調査する必要があると
き。

２　前項の規定による調査又は指定によつて損失を受けた者
に対しては、国は、その通常生ずべき損失を補償する。
３　第一項の規定により立ち入り、調査する場合には、第 55
条第 2 項の規定を、前項の場合には、第 41 条第 2 項から第 4
項までの規定を準用する。

（登録記念物）
第 132 条　文部科学大臣は、史跡名勝天然記念物（第 110 条
第 1 項に規定する仮指定を都道府県の教育委員会が行つたも
のを含む。）以外の記念物（第 182 条第 2 項に規定する指定を
地方公共団体が行つているものを除く。）のうち、その文化財
としての価値にかんがみ保存及び活用のための措置が特に必
要とされるものを文化財登録原簿に登録することができる。
２　前項の規定による登録には、第 57 条第 2 項及び第 3 項、
第 109 条第 3 項から第 5 項まで並びに第 111 条第 1 項の規定
を準用する。
第 133 条　前条の規定により登録された記念物（以下「登録
記念物」という。）については、第 59 条第 1 項から第 5 項ま
で、第 64 条、第 68 条、第 111 条第 2 項及び第 3 項並びに第
113条から第120条までの規定を準用する。この場合において、
第 59 条第 1 項中「第 27 条第 1 項の規定により重要文化財に
指定したとき」とあるのは「第 109 条第 1 項の規定により史
跡名勝天然記念物に指定したとき（第 110 条第 1 項に規定す
る仮指定を都道府県の教育委員会（当該記念物が指定都市の
区域内に存する場合にあつては、当該指定都市の教育委員会）
が行つたときを含む。）」と、同条第 4 項中「所有者に通知す
る」とあるのは「所有者及び権原に基づく占有者に通知する。
ただし、通知すべき相手方が著しく多数で個別に通知し難い
事情がある場合には、文部科学大臣は、当該通知に代えて、
その通知すべき事項を当該登録記念物の所在地の市町村の事
務所又はこれに準ずる施設の掲示場に掲示することができる。
この場合においては、その掲示を始めた日から二週間を経過
した時に当該通知が相手方に到達したものとみなす」と、同
条第 5 項中「抹消には、前条第 2 項の規定を準用する」とあ
るのは「抹消は、前項の規定による官報の告示があつた日か
らその効力を生ずる。ただし、当該登録記念物の所有者又は
権原に基づく占有者に対しては、前項の規定による通知が到
達した時又は同項の規定によりその通知が到達したものとみ
なされる時からその効力を生ずる」と、第 113 条第 1 項中「不
適当であると明らかに認められる場合には」とあるのは「不
適当であることが明らかである旨の関係地方公共団体の申出
があつた場合には、関係地方公共団体の意見を聴いて」と、
第 118 条及び第 120 条中「第 30 条、第 31 条第 1 項」とある
のは「第 31 条第 1 項」と、「準用する」とあるのは「準用する。
この場合において、第 31 条第 1 項中「並びにこれに基いて発
する文部科学省令及び文化庁長官の指示に従い」とあるのは

「及びこれに基づく文部科学省令に従い」と読み替えるものと
する」と、第 118 条中「第 35 条及び第 47 条の規定を、管理
団体が指定され、又はその指定が解除された場合には、第 56
条第 3 項」とあるのは「第 47 条第 4 項」と、第 120 条中「第
35 条及び第 47 条の規定を、所有者が変更した場合の権利義
務の承継には、第 56 条第 1 項」とあるのは「第 47 条第 4 項」
と読み替えるものとする。
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文化財保護法施行令
昭和 50 年 9 月　9 日　政令第 267 号
　　（第５条第４項　抜粋）

（都道府県又は市の教育委員会が処理する事務）
第 5 条（略）
４　次に掲げる文化庁長官の権限に属する事務は、都道府県
の教育委員会（第一号イからリまで及びルに掲げる現状変更
等が市の区域（法第 115 条第 1 項に規定する管理団体（以下
この条において単に「管理団体」という。）が都道府県である
史跡名勝天然記念物の管理のための計画（以下この条におい
て「管理計画」という。）を当該都道府県の教育委員会が定め
ている区域を除く。以下この項において「特定区域」という。）
内において行われる場合、同号ヌに掲げる現状変更等を行う
動物園又は水族館が特定区域内に存する場合並びに同号ヲに
規定する指定区域が特定区域内に存する場合にあつては、当
該市の教育委員会）が行うこととする。
一　次に掲げる現状変更等（イからチまでに掲げるものにあ
つては、史跡名勝天然記念物の指定に係る地域内において行
われるものに限る。）に係る法第 125 条の規定による許可及び
その取消し並びに停止命令
イ　小規模建築物（階数が二以下で、かつ、地階を有しない
木造又は鉄骨造の建築物であつて、建築面積（増築又は改築
にあつては、増築又は改築後の建築面積）が百二十平方メー
トル以下のものをいう。ロにおいて同じ。）で二年以内の期間
を限つて設置されるものの新築、増築又は改築
ロ　小規模建築物の新築、増築又は改築（増築又は改築にあ
つては、建築の日から五十年を経過していない小規模建築
物に係るものに限る。）であつて、指定に係る地域の面積が
百五十ヘクタール以上である史跡名勝天然記念物に係る都市
計画法（昭和 43 年法律第 100 号）第 8 条第 1 項第一号の第
一種低層住居専用地域又は第二種低層住居専用地域における
もの
ハ　工作物（建築物を除く。以下このハにおいて同じ。）の設
置若しくは改修（改修にあつては、設置の日から五十年を経
過していない工作物に係るものに限る。）又は道路の舗装若し
くは修繕（それぞれ土地の掘削、盛土、切土その他土地の形
状の変更を伴わないものに限る。）
ニ　法第 115 条第 1 項（法第 120 条及び第 172 条第 5 項にお
いて準用する場合を含む。）に規定する史跡名勝天然記念物の
管理に必要な施設の設置又は改修
ホ　電柱、電線、ガス管、水管、下水道管その他これらに類
する工作物の設置又は改修
ヘ　建築物等の除却（建築又は設置の日から五十年を経過し
ていない建築物等に係るものに限る。）
ト　木竹の伐採（名勝又は天然記念物の指定に係る木竹につ
いては、危険防止のため必要な伐採に限る。）
チ　史跡名勝天然記念物の保存のため必要な試験材料の採取
リ　天然記念物に指定された動物の個体の保護若しくは生息
状況の調査又は当該動物による人の生命若しくは身体に対す
る危害の防止のため必要な捕獲及び当該捕獲した動物の飼育、
当該捕獲した動物への標識若しくは発信機の装着又は当該捕
獲した動物の血液その他の組織の採取
ヌ　天然記念物に指定された動物の動物園又は水族館相互間
における譲受け又は借受け
ル　天然記念物に指定された鳥類の巣で電柱に作られたもの

（現に繁殖のために使用されているものを除く。）の除却
ヲ　イからルまでに掲げるもののほか、史跡名勝天然記念物
の指定に係る地域のうち指定区域（当該史跡名勝天然記念物
の管理計画を都道府県の教育委員会（当該管理計画が市の区
域（管理団体が当該都道府県である史跡名勝天然記念物の指
定に係る地域内の区域に限る。）又は町村の区域を対象とする
場合に限る。）又は市の教育委員会（当該管理計画が特定区域
を対象とする場合に限る。）が定めている区域のうち当該都道
府県又は市の教育委員会の申出に係るもので、現状変更等の
態様、頻度その他の状況を勘案して文化庁長官が指定する区
域をいう。）における現状変更等
二　法第 130 条（法第 172 条第 5 項において準用する場合を
含む。）及び第 131 条の規定による調査及び調査のため必要な
措置の施行（前号イからヲまでに掲げる現状変更等に係る法
第 125 条第 1 項の規定による許可の申請に係るものに限る。）



巻末資料

141

 特別史跡名勝天然記念物又は史跡名勝天然記念物の管理に関する届出書等に関する規則
昭和 26 年　文化財保護委員会規則第 8 号

文化財保護法（昭和 25 年法律第 214 号）第 74 条第 3 項で準
用する同法第 31 条第 3 項の規定並びに同法第 75 条で準用す
る同法第 32 条及び第 33 条の規定に基き、並びに同法第 75
条で準用する同法第 32 条第 1 項及び第 33 条並びに同法第 82
条の規定を実施するため、同法第 15 条第 1 項の規定に基き、
特別史跡名勝天然記念物又は史跡名勝天然記念物の管理に関
する届出書等に関する規則を次のように定める。

（管理責任者選任の届出書の記載事項）
第 1 条　文化財保護法（昭和 25 年法律第 214 号。以下「法」
という。）第 119 条第 2 項で準用する法第 31 条第 3 項の規定
による管理責任者を選任したときの届出の書面には、次に掲
げる事項を記載するものとする。
一　史跡（特別史跡を含む。以下同じ。）、名勝（特別名勝を含む。
以下同じ。）又は天然記念物（特別天然記念物を含む。以下同
じ。）の別及び名称
二　指定年月日
三　史跡、名勝又は天然記念物の所在地
四　所有者の氏名又は名称及び住所
五　管理責任者の氏名及び住所
六　管理責任者の職業及び年令
七　選任の年月日
八　選任の事由
九　その他参考となるべき事項

（管理責任者解任の届出書の記載事項）
第 2 条　法第 119 条第 2 項で準用する法第 31 条第 3 項の規
定による管理責任者を解任したときの届出の書面には、次に
掲げる事項を記載するものとする。
一　史跡、名勝又は天然記念物の別及び名称
二　指定年月日
三　史跡、名勝又は天然記念物の所在地
四　所有者の氏名又は名称及び住所
五　管理責任者の氏名及び住所
六　解任の年月日
七　解任の事由
八　新管理責任者の選任に関する見込みその他参考となるべ
き事項

（所有者変更の届出書の記載事項等）
第 3 条　法第 120 条で準用する法第 32 条第 1 項の規定によ
る所有者が変更したときの届出の書面には、次に掲げる事項
を記載するものとする。
一　史跡、名勝又は天然記念物の別及び名称
二　指定年月日
三　史跡、名勝又は天然記念物の所在地
四　旧所有者の氏名又は名称及び住所
五　新所有者の氏名又は名称及び住所
六　所有者の変更が指定地域の一部に係る場合は、当該地域
の地番、地目及び地積
七　変更の年月日
八　変更の事由
九　その他参考となるべき事項
２　前項の書面には、所有権の移転を証明する書類を添える
ものとする。

（管理責任者変更の届出書の記載事項）
第 4 条　法第 120 条で準用する法第 32 条第 2 項の規定によ
る管理責任者を変更したときの届出の書面には、次に掲げる
事項を記載するものとする。
一　史跡、名勝又は天然記念物の別及び名称
二　指定年月日
三　史跡、名勝又は天然記念物の所在地
四　所有者の氏名又は名称及び住所
五　旧管理責任者の氏名及び住所
六　新管理責任者の氏名及び住所
七　新管理責任者の職業及び年令
八　変更の年月日
九　変更の事由
十　その他参考となるべき事項

（所有者又は管理責任者の氏名若しくは名称又は住所変更の届
出書の記載事項）
第 5 条　法第 120 条で準用する法第 32 条第 3 項の規定によ
る所有者又は管理責任者が氏名若しくは名称又は住所を変更
したときの届出の書面には、次に掲げる事項を記載するもの
とする。
一　史跡、名勝又は天然記念物の別及び名称
二　指定年月日
三　史跡、名勝又は天然記念物の所在地
四　管理団体がある場合は、その名称及び事務所の所在地
五　変更前の氏名若しくは名称又は住所
六　変更後の氏名若しくは名称又は住所
七　変更の年月日
八　その他参考となるべき事項

（史跡、名勝又は天然記念物の滅失、き損等の届出書の記載事
項等）
第 6 条　法第 118 条、第 120 条及び第 172 条第 5 項で準用す
る法第 33 条の規定による史跡、名勝又は天然記念物の全部又
は一部が滅失し、き損し、若しくは衰亡し、又はこれを亡失し、
若しくは盗み取られたときの届出の書面には、次に掲げる事
項を記載するものとする。
一　史跡、名勝又は天然記念物の別及び名称
二　指定年月日
三　史跡、名勝又は天然記念物の所在地
四　所有者の氏名又は名称及び住所
五　管理責任者がある場合は、その氏名及び住所
六　管理団体がある場合は、その名称及び事務所の所在地
七　滅失、き損、衰亡、亡失又は盗難（以下「滅失、き損等」
という。）の事実の生じた日時
八　滅失、き損等の事実の生じた当時における管理の状況
九　滅失、き損等の原因並びにき損の場合は、その箇所及び
程度
十　き損の場合は、き損の結果当該史跡、名勝又は天然記念
物がその保存上受ける影響
十一　滅失、き損等の事実を知つた日
十二　滅失、き損等の事実を知つた後に執られた措置その他
参考となるべき事項
２　前項の書面には、滅失、きヽ損等の状態を示すキヤビネ
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型写真及び図面を添えるものとする。
（土地の所在等の異動の届出）
第 7 条　法第 115 条第 2 項（法第 120 条及び第 172 条第 5 項
で準用する場合を含む。）の規定による土地の所在等の異動の
届出は、前条第 1 項第一号から第六号までに掲げる事項並び
に異動前の土地の所在、地番、地目又は地積及び異動後の土
地の所在、地番、地目又は地積その他参考となるべき事項を
記載した書面をもつて、異動のあつたのち三十日以内に行わ
なければならない。
２　地番、地目又は地積の異動が分筆による場合は、当該土
地に係る登記事項証明書及び登記所に備えられた地図の写本
を前項の書面に添えるものとする。

（国の所有に属する史跡、名勝又は天然記念物の管理に関する
通知書の記載事項等）
第 8 条　国の所有に属する史跡、名勝又は天然記念物の管理
に関する通知の書面については、法第 167 条第 1 項第一号及
び第二号の場合に係るときは第 3 条の規定を、法第 167 条第
1 項第三号の場合に係るときは第 6 条の規定を、法第 167 条
第 1 項第七号の場合に係るときは前条の規定を準用する。
附　則
この規則は、公布の日から施行する。
附　則　（昭和二九年六月二九日文化財保護委員会規則第六
号）
この規則は、昭和二十九年七月一日から施行する。
附　則　（平成一七年三月二八日文部科学省令第一一号）
この省令は、平成十七年四月一日から施行する。
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特別史跡名勝天然記念物又は史跡名勝天然記念物の復旧の届出に関する規則
昭和 29 年　文化財保護委員会規則第 9 号

文化財保護法（昭和 25 年法律第 214 号）第 80 条の 2 第一項（同
法第 90 条第 2 項で準用する場合を含む。）の規定に基き、特
別史跡名勝天然記念物又は史跡名勝天然記念物の復旧の届出
に関する規則を次のように定める。

（復旧の届出）
第 1 条　文化財保護法（昭和 25 年法律第 214 号。以下「法」
という。）第 127 条第 1 項の規定による届出は、次に掲げる事
項を記載した書面をもつて行うものとする。
一　史跡（特別史跡を含む。以下同じ。）名勝（特別名勝を含
む。以下同じ。）又は天然記念物（特別天然記念物を含む。以
下同じ。）の別及び名称
二　指定年月日
三　史跡、名勝又は天然記念物の所在地
四　所有者の氏名又は名称及び住所
五　権原に基づく占有者の氏名又は名称及び住所
六　管理団体がある場合は、その名称及び事務所の所在地
七　管理責任者がある場合は、その氏名及び住所
八　復旧を必要とする理由
九　復旧の内容及び方法
十　復旧の着手及び終了の予定時期
十一　復旧施工者の氏名及び住所又は名称及び代表者の氏名
並びに事務所の所在地
十二　その他参考となるべき事項
２　前項の届出の書面には、左に掲げる書類、写真及び図面
を添えるものとする。
一　設計仕様書
二　復旧をしようとする箇所を表示した当該復旧に係る地域
又は復旧をしようとする箇所の写真及び図面
三　復旧をしようとする者が管理団体であるときは、所有者
及び権原に基く占有者の意見書

（届出書及びその添附書類等の記載事項等の変更）
第 2 条　前条第 1 項の届出の書面又は同条第 2 項の書類又は
写真若しくは図面に記載し、又は表示した事項を変更しよう
とするときは、あらかじめ文化庁長官にその旨を届け出なけ
ればならない。

（終了の報告）
第 3 条　法第 127 条第 1 項の規定により届出を行つた者は、
届出に係る復旧が終了したときは、その結果を示す写真及び
図面を添えて、遅滞なくその旨を文化庁長官に報告するもの
とする。

（復旧の届出を要しない場合）
第 4 条　法第 127 条第 1 項ただし書の規定により届出を要し
ない場合は、次の各号のいずれかに該当する場合とする。
一　法第 118 条又は第 120 条で準用する法第 35 条第 1 項の
規定による補助金の交付を受けて復旧を行うとき。
二　法第 122 条第 1 項又は第 2 項の規定による命令又は勧告
を受けて復旧を行うとき。
三　法第 125 条第 1 項の規定による現状変更等の許可を受け
て復旧を行うとき。

（国の所有に属する史跡、名勝又は天然記念物の復旧の通知）
第 5 条　法第 167 条第 1 項第五号の規定による史跡、名勝又
は天然記念物の復旧の通知には、第 1 条から第 3 条までの規

定を準用する。
２　法第 167 条第 1 項第五号括弧書の規定により史跡、名勝
又は天然記念物の復旧について通知を要しない場合は、次の
各号のいずれかに該当する場合とする。
一　法第 168 条第 1 項第一号又は第 2 項の規定による同意を
得て復旧を行うとき。
二　法第 169 条第 1 項第二号の規定による勧告を受けて復旧
を行うとき。
附　則
この規則は、昭和二十九年七月一日から施行する。
附　則　（昭和四三年一二月二六日文部省令第三一号）　抄
１　この省令は、公布の日から施行する。
附　則　（昭和五〇年九月三〇日文部省令第三三号）　抄
１　この省令は、文化財保護法の一部を改正する法律の施行
の日（昭和五十年十月一日）から施行する。
附　則　（平成一七年三月二八日文部科学省令第一一号）
この省令は、平成十七年四月一日から施行する。 
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特別史跡名勝天然記念物又は史跡名勝天然記念物の現状変更等の許可申請等に関する規則
昭和 26 年　文化財保護委員会規則第 10 号

文化財保護法（昭和 25 年法律第 214 号）第 80 条の規定を実
施するため、同法第 15 条第 1 項の規定に基き、特別史跡名勝
天然記念物又は史跡名勝天然記念物現状変更等許可申請規則
を次のように定める。

（許可の申請）
第 1 条　文化財保護法（昭和 25 年法律第 214 号。以下「法」
という。）第 125 条第 1 項の規定による許可を受けようとす
る者（以下「許可申請者」という。）は、次に掲げる事項を記
載した許可申請書を文化庁長官（法第 184 条第一項第二号及
び文化財保護法施行令（昭和 50 年政令第 267 号。以下「令」
という。）第 5 条第 4 項第一号の規定により当該許可を都道府
県又は市の教育委員会が行う場合には、当該都道府県又は市
の教育委員会）に提出しなければならない。
一　史跡（特別史跡を含む。以下同じ。）、名勝（特別名勝を含む。
以下同じ。）又は天然記念物（特別天然記念物を含む。以下同
じ。）の別及び名称
二　指定年月日
三　史跡、名勝又は天然記念物の所在地
四　所有者の氏名又は名称及び住所
五　権原に基づく占有者の氏名又は名称及び住所
六　管理団体がある場合は、その名称及び事務所の所在地
七　管理責任者がある場合は、その氏名及び住所
八　許可申請者の氏名及び住所又は名称及び代表者の氏名並
びに事務所の所在地
九　史跡、名勝又は天然記念物の現状変更又は保存に影響を
及ぼす行為（以下「現状変更等」という。）を必要とする理由
十　現状変更等の内容及び実施の方法
十一　現状変更等により生ずる物件の滅失若しくはき損又は
景観の変化その他現状変更等が史跡、名勝又は天然記念物に
及ぼす影響に関する事項
十二　現状変更等の着手及び終了の予定時期
十三　現状変更等に係る地域の地番
十四　現状変更等に係る工事その他の行為の施行者の氏名及
び住所又は名称及び代表者の氏名並びに事務所の所在地
十五　その他参考となるべき事項
２　埋蔵文化財の調査のための土地の発掘を内容とする現状
変更等の場合における許可申請書には、前項各号に掲げる事
項の外、左に掲げる事項を記載するものとする。
一　発掘担当者の氏名及び住所並びに経歴
二　出土品の処置に関する希望

（許可申請書の添附書類等）
第 2 条　前条の許可申請書には、左に掲げる書類、図面及び
写真を添えなければならない。
一　現状変更等の設計仕様書及び設計図
二　現状変更等に係る地域及びこれに関連する地域の地番及
び地ぼうを表示した実測図
三　現状変更等に係る地域のキヤビネ型写真
四　現状変更等を必要とする理由を証するに足りる資料があ
るときは、その資料
五　許可申請者が所有者以外の者であるときは、所有者の承
諾書
六　許可申請者が権原に基く占有者以外の者であるときは、

その占有者の承諾書
七　管理団体がある場合において、許可申請者が管理団体以
外の者であるときは、管理団体の意見書
八　管理責任者がある場合において、許可申請者が管理責任
者以外の者であるときは、管理責任者の意見書
九　前条第 2 項の場合において、許可申請者が発掘担当者以
外の者であるときは、発掘担当者の発掘担当承諾書
２　前項第 2 号の実測図及び同項第 3 号の写真には、現状変
更等をしようとする箇所を表示しなければならない。

（終了の報告）
第 3 条　法第 125 条第 1 項の規定による許可を受けた者は、
当該許可に係る現状変更等を終了したときは、遅滞なくその
旨を文化庁長官（法第 184 条第 1 項第二号及び令第 5 条第 4
項第一号の規定により当該許可を都道府県又は市の教育委員
会が行つた場合には、当該都道府県又は市の教育委員会）に
報告するものとする。
２　前項の終了の報告には、その結果を示す写真又は見取図
を添えるものとする。

（維持の措置の範囲）
第 4 条　法第 125 条第 1 項ただし書の規定により現状変更に
ついて許可を受けることを要しない場合は、次の各号のいず
れかに該当する場合とする。
一　史跡、名勝又は天然記念物がき損し、又は衰亡している
場合において、その価値に影響を及ぼすことなく当該史跡、
名勝又は天然記念物をその指定当時の原状（指定後において
現状変更等の許可を受けたものについては、当該現状変更等
の後の原状）に復するとき。
二　史跡、名勝又は天然記念物がき損し、又は衰亡している
場合において、当該き損又は衰亡の拡大を防止するため応急
の措置をするとき。
三　史跡、名勝又は天然記念物の一部がき損し、又は衰亡し、
かつ、当該部分の復旧が明らかに不可能である場合において、
当該部分を除去するとき。

（国の機関による現状変更等）
第 5 条　各省各庁の長その他の国の機関が、史跡、名勝又は
天然記念物の現状変更等について、法第 168 条第 1 項第一号
又は第 2 項の規定による同意を求めようとする場合には第 1
条及び第 2 条の規定を、法第 168 条第 1 項第一号又は第 2 項
の規定による同意を受けた場合には第 3 条の規定を準用する。
２　法第 168 条第 3 項で準用する法第 125 条第 1 項ただし書
の規定により現状変更について同意を求めることを要しない
場合は、前条各号に掲げる場合とする。

（管理計画）
第 6 条　令第 5 条第 4 項の管理計画には、次に掲げる事項を
記載するものとする。
一　史跡、名勝又は天然記念物の別及び名称
二　指定年月日
三　史跡、名勝又は天然記念物の所在地
四　管理計画を定めた教育委員会
五　史跡、名勝又は天然記念物の管理の状況
六　史跡、名勝又は天然記念物の管理に関する基本方針
七　史跡、名勝又は天然記念物の現状変更等の許可の基準及
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びその適用区域
八　その他参考となるべき事項
２　管理計画には、史跡、名勝又は天然記念物の許可の基準
の適用区域を示す図面を添えるものとする。

（市の区域に係る事務の処理の開始の公示）
第 7 条　令第 5 条第 7 項の規定による公示は、次に掲げる事
項について行うものとする。
一　令第 5 条第 4 項各号に掲げる事務のうち市の区域に係る
ものの処理を開始する旨
二　令第 5 条第 4 項各号に掲げる事務のうち市の区域に係る
ものの処理を開始する日
附　則
この規則は、公布の日から施行する。
附　則　（昭和二九年六月二九日文化財保護委員会規則第八
号）
この規則は、昭和二十九年七月一日から施行する。
附　則　（昭和三九年六月二七日文化財保護委員会規則第三
号）
この規則は、昭和三十九年七月一日から施行する。
附　則　（昭和四三年一二月二六日文部省令第三一号）　抄
１　この省令は、公布の日から施行する。
附　則　（平成一二年三月八日文部省令第八号）
この省令は、平成十二年四月一日から施行する。
附　則　（平成一七年三月二八日文部科学省令第一一号）
この省令は、平成十七年四月一日から施行する。
附　則　（平成二七年一二月二一日文部科学省令第三六号）
この省令は、平成二十八年四月一日から施行する。
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都市計画法
昭和 43 年法律第 100 号
　　（第７・29・34 条　抜粋）

（区域区分）
第 7 条　都市計画区域について無秩序な市街化を防止し、計
画的な市街化を図るため必要があるときは、都市計画に、市
街化区域と市街化調整区域との区分（以下「区域区分」とい
う。）を定めることができる。ただし、次に掲げる都市計画区
域については、区域区分を定めるものとする。
一　次に掲げる土地の区域の全部又は一部を含む都市計画区
域
イ　首都圏整備法第 2 条第 3 項に規定する既成市街地又は同
条第 4 項に規定する近郊整備地帯
ロ　近畿圏整備法第 2 条第 3 項に規定する既成都市区域又は
同条第 4 項に規定する近郊整備区域
ハ　中部圏開発整備法第 2 条第 3 項に規定する都市整備区域
二　前号に掲げるもののほか、大都市に係る都市計画区域と
して政令で定めるもの
２　市街化区域は、すでに市街地を形成している区域及びお
おむね十年以内に優先的かつ計画的に市街化を図るべき区域
とする。
３　市街化調整区域は、市街化を抑制すべき区域とする。

（都市再開発方針等）
第 7 条の 2　都市計画区域については、都市計画に、次に掲
げる方針（以下「都市再開発方針等」という。）を定めること
ができる。
一　都市再開発法（昭和 44 年法律第 38 号）第 2 条の 3 第 1
項又は第 2 項の規定による都市再開発の方針
二　大都市地域における住宅及び住宅地の供給の促進に関す
る特別措置法（昭和 50 年法律第 67 号）第 4 条第 1 項の規定
による住宅市街地の開発整備の方針
三　地方拠点都市地域の整備及び産業業務施設の再配置の促
進に関する法律（平成 4 年法律第 76 号）第 30 条の規定によ
る拠点業務市街地の開発整備の方針
四　密集市街地における防災街区の整備の促進に関する法律

（平成 9 年法律第 49 号。以下「密集市街地整備法」という。）
第 3 条第 1 項の規定による防災街区整備方針
２　都市計画区域について定められる都市計画（区域外都市
施設に関するものを含む。）は、都市再開発方針等に即したも
のでなければならない。

（開発行為の許可）
第 29 条　都市計画区域又は準都市計画区域内において開発行
為をしようとする者は、あらかじめ、国土交通省令で定める
ところにより、都道府県知事（地方自治法（昭和 22 年法律第
67 号）第 252 条の 19 第 1 項の指定都市又は同法第 252 条の
22 第 1 項の中核市（以下「指定都市等」という。）の区域内
にあつては、当該指定都市等の長。以下この節において同じ。）
の許可を受けなければならない。ただし、次に掲げる開発行
為については、この限りでない。
一　市街化区域、区域区分が定められていない都市計画区域
又は準都市計画区域内において行う開発行為で、その規模が、
それぞれの区域の区分に応じて政令で定める規模未満である
もの
二　市街化調整区域、区域区分が定められていない都市計画

区域又は準都市計画区域内において行う開発行為で、農業、
林業若しくは漁業の用に供する政令で定める建築物又はこれ
らの業務を営む者の居住の用に供する建築物の建築の用に供
する目的で行うもの
三　駅舎その他の鉄道の施設、図書館、公民館、変電所その
他これらに類する公益上必要な建築物のうち開発区域及びそ
の周辺の地域における適正かつ合理的な土地利用及び環境の
保全を図る上で支障がないものとして政令で定める建築物の
建築の用に供する目的で行う開発行為
四　都市計画事業の施行として行う開発行為
五　土地区画整理事業の施行として行う開発行為
六　市街地再開発事業の施行として行う開発行為
七　住宅街区整備事業の施行として行う開発行為
八　防災街区整備事業の施行として行う開発行為
九　公有水面埋立法（大正 10 年法律第 57 号）第 2 条第 1 項
の免許を受けた埋立地であつて、まだ同法第 22 条第 2 項の告
示がないものにおいて行う開発行為
十　非常災害のため必要な応急措置として行う開発行為
十一　通常の管理行為、軽易な行為その他の行為で政令で定
めるもの
２　都市計画区域及び準都市計画区域外の区域内において、
それにより一定の市街地を形成すると見込まれる規模として
政令で定める規模以上の開発行為をしようとする者は、あら
かじめ、国土交通省令で定めるところにより、都道府県知事
の許可を受けなければならない。ただし、次に掲げる開発行
為については、この限りでない。
一　農業、林業若しくは漁業の用に供する政令で定める建築
物又はこれらの業務を営む者の居住の用に供する建築物の建
築の用に供する目的で行う開発行為
二　前項第三号、第四号及び第九号から第十一号までに掲げ
る開発行為
３　開発区域が、市街化区域、区域区分が定められていない
都市計画区域、準都市計画区域又は都市計画区域及び準都市
計画区域外の区域のうち二以上の区域にわたる場合における
第 1 項第一号及び前項の規定の適用については、政令で定め
る。

（開発許可の基準）
第 34 条　前条の規定にかかわらず、市街化調整区域に係る
開発行為（主として第二種特定工作物の建設の用に供する目
的で行う開発行為を除く。）については、当該申請に係る開発
行為及びその申請の手続が同条に定める要件に該当するほか、
当該申請に係る開発行為が次の各号のいずれかに該当すると
認める場合でなければ、都道府県知事は、開発許可をしては
ならない。
一　主として当該開発区域の周辺の地域において居住してい
る者の利用に供する政令で定める公益上必要な建築物又はこ
れらの者の日常生活のため必要な物品の販売、加工若しくは
修理その他の業務を営む店舗、事業場その他これらに類する
建築物の建築の用に供する目的で行う開発行為
二　市街化調整区域内に存する鉱物資源、観光資源その他の
資源の有効な利用上必要な建築物又は第一種特定工作物の建
築又は建設の用に供する目的で行う開発行為
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三　温度、湿度、空気等について特別の条件を必要とする政
令で定める事業の用に供する建築物又は第一種特定工作物で、
当該特別の条件を必要とするため市街化区域内において建築
し、又は建設することが困難なものの建築又は建設の用に供
する目的で行う開発行為
四　農業、林業若しくは漁業の用に供する建築物で第 29 条第
1 項第二号の政令で定める建築物以外のものの建築又は市街
化調整区域内において生産される農産物、林産物若しくは水
産物の処理、貯蔵若しくは加工に必要な建築物若しくは第一
種特定工作物の建築若しくは建設の用に供する目的で行う開
発行為
五　特定農山村地域における農林業等の活性化のための基盤
整備の促進に関する法律（平成 5 年法律第 72 号）第 9 条第 1
項の規定による公告があつた所有権移転等促進計画の定める
ところによつて設定され、又は移転された同法第 2 条第 3 項
第三号の権利に係る土地において当該所有権移転等促進計画
に定める利用目的（同項第二号に規定する農林業等活性化基
盤施設である建築物の建築の用に供するためのものに限る。）
に従つて行う開発行為
六　都道府県が国又は独立行政法人中小企業基盤整備機構と
一体となつて助成する中小企業者の行う他の事業者との連携
若しくは事業の共同化又は中小企業の集積の活性化に寄与す
る事業の用に供する建築物又は第一種特定工作物の建築又は
建設の用に供する目的で行う開発行為
七　市街化調整区域内において現に工業の用に供されている
工場施設における事業と密接な関連を有する事業の用に供す
る建築物又は第一種特定工作物で、これらの事業活動の効率
化を図るため市街化調整区域内において建築し、又は建設す
ることが必要なものの建築又は建設の用に供する目的で行う
開発行為
八　政令で定める危険物の貯蔵又は処理に供する建築物又は
第一種特定工作物で、市街化区域内において建築し、又は建
設することが不適当なものとして政令で定めるものの建築又
は建設の用に供する目的で行う開発行為
九　前各号に規定する建築物又は第一種特定工作物のほか、
市街化区域内において建築し、又は建設することが困難又は
不適当なものとして政令で定める建築物又は第一種特定工作
物の建築又は建設の用に供する目的で行う開発行為
十　地区計画又は集落地区計画の区域（地区整備計画又は集
落地区整備計画が定められている区域に限る。）内において、
当該地区計画又は集落地区計画に定められた内容に適合する
建築物又は第一種特定工作物の建築又は建設の用に供する目
的で行う開発行為
十一　市街化区域に隣接し、又は近接し、かつ、自然的社会
的諸条件から市街化区域と一体的な日常生活圏を構成してい
ると認められる地域であつておおむね五十以上の建築物（市
街化区域内に存するものを含む。）が連たんしている地域のう
ち、政令で定める基準に従い、都道府県（指定都市等又は事
務処理市町村の区域内にあつては、当該指定都市等又は事務
処理市町村。以下この号及び次号において同じ。）の条例で指
定する土地の区域内において行う開発行為で、予定建築物等
の用途が、開発区域及びその周辺の地域における環境の保全
上支障があると認められる用途として都道府県の条例で定め
るものに該当しないもの
十二　開発区域の周辺における市街化を促進するおそれがな

いと認められ、かつ、市街化区域内において行うことが困難
又は著しく不適当と認められる開発行為として、政令で定め
る基準に従い、都道府県の条例で区域、目的又は予定建築物
等の用途を限り定められたもの
十三　区域区分に関する都市計画が決定され、又は当該都市
計画を変更して市街化調整区域が拡張された際、自己の居住
若しくは業務の用に供する建築物を建築し、又は自己の業務
の用に供する第一種特定工作物を建設する目的で土地又は土
地の利用に関する所有権以外の権利を有していた者で、当該
都市計画の決定又は変更の日から起算して六月以内に国土交
通省令で定める事項を都道府県知事に届け出たものが、当該
目的に従つて、当該土地に関する権利の行使として行う開発
行為（政令で定める期間内に行うものに限る。）
十四　前各号に掲げるもののほか、都道府県知事が開発審査
会の議を経て、開発区域の周辺における市街化を促進するお
それがなく、かつ、市街化区域内において行うことが困難又
は著しく不適当と認める開発行為
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農地法
　　昭和 27 年　7 月 15 日

（第１・５条　抜粋）
（目的）
第 1 条　この法律は、国内の農業生産の基盤である農地が現
在及び将来における国民のための限られた資源であり、かつ、
地域における貴重な資源であることにかんがみ、耕作者自ら
による農地の所有が果たしてきている重要な役割も踏まえつ
つ、農地を農地以外のものにすることを規制するとともに、
農地を効率的に利用する耕作者による地域との調和に配慮し
た農地についての権利の取得を促進し、及び農地の利用関係
を調整し、並びに農地の農業上の利用を確保するための措置
を講ずることにより、耕作者の地位の安定と国内の農業生産
の増大を図り、もつて国民に対する食料の安定供給の確保に
資することを目的とする。

（農地又は採草放牧地の転用のための権利移動の制限）
第 5 条　農地を農地以外のものにするため又は採草放牧地を
採草放牧地以外のもの（農地を除く。次項及び第 4 項におい
て同じ。）にするため、これらの土地について第 3 条第 1 項
本文に掲げる権利を設定し、又は移転する場合には、政令で
定めるところにより、当事者が都道府県知事の許可（これら
の権利を取得する者が同一の事業の目的に供するため四ヘク
タールを超える農地又はその農地と併せて採草放牧地につい
て権利を取得する場合（地域整備法の定めるところに従つて
これらの権利を取得する場合で政令で定める要件に該当する
ものを除く。第 4 項において同じ。）には、農林水産大臣の許
可）を受けなければならない。ただし、次の各号のいずれか
に該当する場合は、この限りでない。
一　国又は都道府県が、前条第 1 項第二号の農林水産省令で
定める施設の用に供するため、これらの権利を取得する場合
二　農地又は採草放牧地を農業経営基盤強化促進法第 19 条の
規定による公告があつた農用地利用集積計画に定める利用目
的に供するため当該農用地利用集積計画の定めるところによ
つて同法第 4 条第 4 項第一号の権利が設定され、又は移転さ
れる場合
三　農地又は採草放牧地を特定農山村地域における農林業等
の活性化のための基盤整備の促進に関する法律第 9 条第 1 項
の規定による公告があつた所有権移転等促進計画に定める利
用目的に供するため当該所有権移転等促進計画の定めるとこ
ろによつて同法第 2 条第 3 項第三号の権利が設定され、又は
移転される場合
四　農地又は採草放牧地を農山漁村の活性化のための定住等
及び地域間交流の促進に関する法律第八条第一項の規定によ
る公告があつた所有権移転等促進計画に定める利用目的に供
するため当該所有権移転等促進計画の定めるところによつて
同法第五条第八項の権利が設定され、又は移転される場合
五　土地収用法その他の法律によつて農地若しくは採草放牧
地又はこれらに関する権利が収用され、又は使用される場合
六　前条第 1 項第七号に規定する市街化区域内にある農地又
は採草放牧地につき、政令で定めるところによりあらかじめ
農業委員会に届け出て、農地及び採草放牧地以外のものにす
るためこれらの権利を取得する場合
七　その他農林水産省令で定める場合
２　前項の許可は、次の各号のいずれかに該当する場合には、

することができない。ただし、第一号及び第二号に掲げる場
合において、土地収用法第 26 条第 1 項の規定による告示に係
る事業の用に供するため第 3 条第 1 項本文に掲げる権利を取
得しようとするとき、第一号イに掲げる農地又は採草放牧地
につき農用地利用計画において指定された用途に供するため
これらの権利を取得しようとするときその他政令で定める相
当の事由があるときは、この限りでない。
一　次に掲げる農地又は採草放牧地につき第 3 条第 1 項本文
に掲げる権利を取得しようとする場合
イ　農用地区域内にある農地又は採草放牧地
ロ　イに掲げる農地又は採草放牧地以外の農地又は採草放牧
地で、集団的に存在する農地又は採草放牧地その他の良好な
営農条件を備えている農地又は採草放牧地として政令で定め
るもの（市街化調整区域内にある政令で定める農地又は採草
放牧地以外の農地又は採草放牧地にあつては、次に掲げる農
地又は採草放牧地を除く。）
(1) 市街地の区域内又は市街地化の傾向が著しい区域内にある
農地又は採草放牧地で政令で定めるもの
(2)(1) の区域に近接する区域その他市街地化が見込まれる区
域内にある農地又は採草放牧地で政令で定めるもの
二　前号イ及びロに掲げる農地（同号ロ (1) に掲げる農地を
含む。）以外の農地を農地以外のものにするため第 3 条第 1 項
本文に掲げる権利を取得しようとする場合又は同号イ及びロ
に掲げる採草放牧地（同号ロ (1) に掲げる採草放牧地を含む。）
以外の採草放牧地を採草放牧地以外のものにするためこれら
の権利を取得しようとする場合において、申請に係る農地又
は採草放牧地に代えて周辺の他の土地を供することにより当
該申請に係る事業の目的を達成することができると認められ
るとき。
三　第 3 条第 1 項本文に掲げる権利を取得しようとする者に
申請に係る農地を農地以外のものにする行為又は申請に係る
採草放牧地を採草放牧地以外のものにする行為を行うために
必要な資力及び信用があると認められないこと、申請に係る
農地を農地以外のものにする行為又は申請に係る採草放牧地
を採草放牧地以外のものにする行為の妨げとなる権利を有す
る者の同意を得ていないことその他農林水産省令で定める事
由により、申請に係る農地又は採草放牧地のすべてを住宅の
用、事業の用に供する施設の用その他の当該申請に係る用途
に供することが確実と認められない場合
四　申請に係る農地を農地以外のものにすること又は申請に
係る採草放牧地を採草放牧地以外のものにすることにより、
土砂の流出又は崩壊その他の災害を発生させるおそれがある
と認められる場合、農業用用排水施設の有する機能に支障を
及ぼすおそれがあると認められる場合その他の周辺の農地又
は採草放牧地に係る営農条件に支障を生ずるおそれがあると
認められる場合
五　仮設工作物の設置その他の一時的な利用に供するため所
有権を取得しようとする場合
六　仮設工作物の設置その他の一時的な利用に供するため、
農地につき所有権以外の第 3 条第 1 項本文に掲げる権利を取
得しようとする場合においてその利用に供された後にその土
地が耕作の目的に供されることが確実と認められないとき、
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又は採草放牧地につきこれらの権利を取得しようとする場合
においてその利用に供された後にその土地が耕作の目的若し
くは主として耕作若しくは養畜の事業のための採草若しくは
家畜の放牧の目的に供されることが確実と認められないとき。
七　農地を採草放牧地にするため第 3 条第 1 項本文に掲げる
権利を取得しようとする場合において、同条第 2 項の規定に
より同条第 1 項の許可をすることができない場合に該当する
と認められるとき。
３　第 3 条第 5 項及び第 7 項並びに前条第 3 項の規定は、第
1 項の場合に準用する。
４　国又は都道府県が、農地を農地以外のものにするため又
は採草放牧地を採草放牧地以外のものにするため、これらの
土地について第 3 条第 1 項本文に掲げる権利を取得しようと
する場合（第 1 項各号のいずれかに該当する場合を除く。）に
おいては、国又は都道府県と都道府県知事との協議（これら
の権利を取得する者が同一の事業の目的に供するため四ヘク
タールを超える農地又はその農地と併せて採草放牧地につい
て権利を取得する場合には、農林水産大臣との協議）が成立
することをもつて第 1 項の許可があつたものとみなす。
５　前条第 3 項の規定は、都道府県知事が前項の協議を成立
させようとする場合について準用する。
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農業振興地域の整備に関する法律
昭和 44 年法律第 58 号
　　（第１・13・15 条　抜粋）

（目的）
第 1 条　この法律は、自然的経済的社会的諸条件を考慮して
総合的に農業の振興を図ることが必要であると認められる地
域について、その地域の整備に関し必要な施策を計画的に推
進するための措置を講ずることにより、農業の健全な発展を
図るとともに、国土資源の合理的な利用に寄与することを目
的とする。

（農業振興地域整備計画の変更）
第 13 条　都道府県又は市町村は、農業振興地域整備基本方針
の変更若しくは農業振興地域の区域の変更により、前条第 1
項の規定による基礎調査の結果により又は経済事情の変動そ
の他情勢の推移により必要が生じたときは、政令で定めると
ころにより、遅滞なく、農業振興地域整備計画を変更しなけ
ればならない。市町村の定めた農業振興地域整備計画が第 9
条第 1 項の規定による農業振興地域整備計画の決定により変
更を必要とするに至つたときも、同様とする。
２　前項の規定による農業振興地域整備計画の変更のうち、
農用地等以外の用途に供することを目的として農用地区域内
の土地を農用地区域から除外するために行う農用地区域の変
更は、次に掲げる要件のすべてを満たす場合に限り、するこ
とができる。
一　当該農業振興地域における農用地区域以外の区域内の土
地利用の状況からみて、当該変更に係る土地を農用地等以外
の用途に供することが必要かつ適当であつて、農用地区域以
外の区域内の土地をもつて代えることが困難であると認めら
れること。
二　当該変更により、農用地区域内における農用地の集団化、
農作業の効率化その他土地の農業上の効率的かつ総合的な利
用に支障を及ぼすおそれがないと認められること。
三　当該変更により、農用地区域内における効率的かつ安定
的な農業経営を営む者に対する農用地の利用の集積に支障を
及ぼすおそれがないと認められること。
四　当該変更により、農用地区域内の第 3 条第 3 号の施設の
有する機能に支障を及ぼすおそれがないと認められること。
五　当該変更に係る土地が第 10 条第 3 項第二号に掲げる土地
に該当する場合にあつては、当該土地が、農業に関する公共
投資により得られる効用の確保を図る観点から政令で定める
基準に適合していること。
３　都道府県知事は、必要があると認めるときは、市町村に
対し、当該市町村の定めた農業振興地域整備計画のうち農用
地利用計画について第 1 項の規定による変更をするための必
要な措置をとるべきことを指示することができる。
４　第 8 条第 4 項及び第 11 条（第 12 項を除く。）の規定は
市町村が行う第 1 項の規定による変更（政令で定める軽微な
変更を除く。）について、第 9 条第 2 項及び第 11 条第 12 項
の規定は都道府県が行う第 1 項の規定による変更（政令で定
める軽微な変更を除く。）について、第 12 条の規定は同項の
規定による変更について準用する。この場合において、同条
第 2 項中「当該農業振興地域整備計画書」とあるのは、「当該
変更後の農業振興地域整備計画書」と読み替えるものとする。

（交換分合）

第 13 条の 2　市町村は、第 8 条第 1 項の規定により農業振興
地域整備計画を定め、又は前条第 1 項の規定により農業振興
地域整備計画を変更しようとする場合において、農業振興地
域の自然的経済的社会的諸条件からみてその定めようとする
農業振興地域整備計画に係る農業振興地域内又はその変更し
ようとする農業振興地域整備計画に係る農用地区域内にある
農用地等の一部が農用地等以外の用途に供されることが見通
されることにより、農業振興地域内にある土地の農業上の利
用と他の利用との調整に留意して農業振興地域内において農
用地等として利用すべき土地の農業上の利用を確保するため
特に必要があると認めるときは、その定めようとする農業振
興地域整備計画に係る農用地区域内又はその変更しようとす
る農業振興地域整備計画に係る農用地区域内にある土地を含
む農業振興地域内にある一定の土地に関し交換分合を行うこ
とができる。
２　市町村は、前項の規定によるもののほか、次の各号に掲
げる場合において、農業振興地域整備計画の達成に資するた
め特に必要があると認めるときは、当該各号に定める土地を
含む農業振興地域内にある一定の土地に関し交換分合を行う
ことができる。
一　農用地区域内における土地の保有及び利用の現況及び将
来の見通し、農業経営の動向等を考慮して、農業振興地域内
にある土地の農業上の利用と他の利用との調整に留意して農
用地区域内における土地の農業上の効率的な利用を確保する
ため、農用地区域内にある農用地とすることが適当な土地を
農用地とし、農業振興地域整備計画のうち第 8 条第 2 項第二
号に掲げる事項に係るものの実施を促進する必要があると認
める場合　農用地区域内にある農用地とすることが適当な土
地
二　第 18 条の 2 第 1 項の認可を受けた同項の協定において定
められた同条第 2 項第二号に掲げる施設を当該協定において
定められた同項第三号イに掲げる区域に設置することを促進
する必要があると認める場合　当該協定において定められた
同号イに掲げる区域内の土地
３　市町村は、前 2 項の規定により交換分合を行おうとする
ときは、農林水産省令で定めるところにより、交換分合計画
を定め、都道府県知事の認可を受けなければならない。
４　交換分合計画は、農業振興地域内にある土地の農業上の
利用と他の利用との調整に留意して農業振興地域内において
農用地等として利用すべき土地の農業上の利用を確保すると
ともに、農業振興地域内における農用地の集団化その他農業
構造の改善に資するように定めるものでなければならない。
５　農用地以外の土地を含めて交換分合計画を定めようとす
るときは、第 13 条の 5 において準用する土地改良法第 99 条
第 2 項の規定によるほか、当該土地について所有権、地上権、
永小作権、質権、賃借権、使用貸借による権利又はその他の
使用及び収益を目的とする権利を有する者並びに当該交換分
合により当該土地についてこれらの権利を取得すべき者のす
べての同意を得なければならない。
第 13 条の 3　交換分合計画においては、その交換分合計画に
係る土地の所有者の申出又は同意があつた場合には、その申
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出又は同意に係る土地の所有者が取得すべき土地を定めない
でその所有者が失うべき土地を定めることができる。この場
合において、その所有者が失うべき土地について地上権、永
小作権、質権、賃借権、使用貸借による権利又はその他の使
用及び収益を目的とする権利を有する者があるときは、市町
村は、その所有者が取得すべき土地を定めないことについて
これらの者のすべての同意を得なければならない。
２　前項前段の場合には、金銭による清算をするものとし、
当該交換分合計画においてその額並びに支払及び徴収の方法
及び時期を定めなければならない。
３　第 1 項の規定により所有者が取得すべき土地を定めない
でその所有者が失うべき土地を定める場合において、その所
有者が失うべき土地の全部又は一部について先取特権、質権
又は抵当権があるときは、前項の規定により交換分合計画に
おいて清算金を定めるに当たつて、当該権利の及ぶべき清算
金の額を併せて定めなければならない。
第 13 条の 4　交換分合計画においては、前条第 1 項の規定に
より所有者が取得すべき土地を定めないでその所有者が失う
べき土地を定める場合には、その所有者が失うべき土地の地
積を合計した面積を超えない範囲内で、その交換分合計画に
係る土地に含まれる一定の土地を、その交換分合計画に係る
土地の所有者以外の者が取得すべき土地として定めることが
できる。
２　前項の規定により当該交換分合計画に係る土地の所有者
以外の者が取得すべき土地として定めることができる土地は、
農業振興地域整備計画においてその整備に関する事項が定め
られている施設で政令で定める要件を備えるものの用に供す
るための土地でなければならない。
３　第 1 項の規定により当該交換分合計画に係る土地を取得
すべき者として定めることができる者は、市町村、農業協同
組合、土地改良区その他政令で定める者のうち、当該土地を
取得することにつき市町村が適当と認める者でその同意を得
たものでなければならない。
４　前条第 2 項の規定は、第一項の場合について準用する。
第 13 条の 5　土地改良法第 99 条（第 1 項を除く。）、第 101
条第 2 項、第 102 条から第 107 条まで、第 108 条第 1 項及び
第 2 項、第 109 条、第 112 条、第 113 条、第 114 条第 1 項、
第 115 条、第 118 条（第 2 項を除く。）並びに第 121 条から
第 123 条までの規定は、第 13 条の 2 第 1 項及び第 2 項の規
定による交換分合について準用する。この場合において、こ
れらの規定の準用について必要な技術的読替えは、政令で定
める。

（集落農業振興地域整備計画及び景観農業振興地域整備計画）
第 13 条の 6　第 8 条第 1 項の市町村は、同条に定める農業振
興地域整備計画のほか、別に法律で定めるところにより集落
農業振興地域整備計画及び景観農業振興地域整備計画を定め
ることができる。
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森林法
昭和 26 年法律第 249 号
　　（第１・５・25 条　抜粋）

（この法律の目的）
第 1 条　この法律は、森林計画、保安林その他の森林に関す
る基本的事項を定めて、森林の保続培養と森林生産力の増進
とを図り、もつて国土の保全と国民経済の発展とに資するこ
とを目的とする。

（地域森林計画）
第 5 条　都道府県知事は、全国森林計画に即して、森林計画
区別に、その森林計画区に係る民有林（その自然的経済的社
会的諸条件及びその周辺の地域における土地の利用の動向か
らみて、森林として利用することが相当でないと認められる
民有林を除く。）につき、五年ごとに、その計画をたてる年の
翌年四月一日以降十年を一期とする地域森林計画をたてなけ
ればならない。
２　地域森林計画においては、次に掲げる事項を定めるもの
とする。
一　その対象とする森林の区域
二　森林の有する機能別の森林の整備及び保全の目標その他
森林の整備及び保全に関する基本的な事項
三　伐採立木材積その他森林の立木竹の伐採に関する事項（間
伐に関する事項を除く。）
四　造林面積その他造林に関する事項
五　間伐立木材積その他間伐及び保育に関する事項
六　公益的機能別施業森林の区域（以下「公益的機能別施業
森林区域」という。）の基準その他公益的機能別施業森林の整
備に関する事項
七　林道の開設及び改良に関する計画、搬出方法を特定する
必要のある森林の所在及びその搬出方法その他林産物の搬出
に関する事項
八　委託を受けて行う森林の施業又は経営の実施、森林施業
の共同化その他森林施業の合理化に関する事項
九　鳥獣害を防止するための措置を実施すべき森林の区域（以
下「鳥獣害防止森林区域」という。）の基準その他の鳥獣害の
防止に関する事項
十　森林病害虫の駆除及び予防その他の森林の保護に関する
事項（前号に掲げる事項を除く。）
十一　樹根及び表土の保全その他森林の土地の保全に関する
事項
十二　保安林の整備、第 41 条の保安施設事業に関する計画そ
の他保安施設に関する事項
３　地域森林計画においては、前項各号に掲げる事項のほか、
森林の整備及び保全のために必要な事項を定めるよう努める
ものとする。
４　第 4 条第 3 項の規定は、地域森林計画に準用する。
５　都道府県知事は、森林の現況、経済事情等に変動があつ
たため必要と認めるときは、地域森林計画を変更することが
できる。

（指定）
第 25 条　農林水産大臣は、次の各号（指定しようとする森林
が民有林である場合にあつては、第一号から第三号まで）に
掲げる目的を達成するため必要があるときは、森林（民有林
にあつては、重要流域（二以上の都府県の区域にわたる流域

その他の国土保全上又は国民経済上特に重要な流域で農林水
産大臣が指定するものをいう。以下同じ。）内に存するものに
限る。）を保安林として指定することができる。ただし、海岸
法第 3 条の規定により指定される海岸保全区域及び自然環境
保全法（昭和 47 年法律第 85 号）第 14 条第 1 項の規定によ
り指定される原生自然環境保全地域については、指定するこ
とができない。
一　水源のかん養
二　土砂の流出の防備
三　土砂の崩壊の防備
四　飛砂の防備
五　風害、水害、潮害、干害、雪害又は霧害の防備
六　なだれ又は落石の危険の防止
七　火災の防備
八　魚つき
九　航行の目標の保存
十　公衆の保健
十一　名所又は旧跡の風致の保存
２　前項但書の規定にかかわらず、農林水産大臣は、特別の
必要があると認めるときは、海岸管理者に協議して海岸保全
区域内の森林を保安林として指定することができる。
３　農林水産大臣は、第 1 項第十号又は第十一号に掲げる目
的を達成するため前二項の指定をしようとするときは、環境
大臣に協議しなければならない。
４　農林水産大臣は、第 1 項又は第二項の指定をしようとす
るときは、林政審議会に諮問することができる。
第 25 条の 2　都道府県知事は、前条第 1 項第一号から第三号
までに掲げる目的を達成するため必要があるときは、重要流
域以外の流域内に存する民有林を保安林として指定すること
ができる。この場合には、同項ただし書及び同条第 2 項の規
定を準用する。
２　都道府県知事は、前条第 1 項第四号から第十一号までに
掲げる目的を達成するため必要があるときは、民有林を保安
林として指定することができる。この場合には、同項ただし
書及び同条第 2 項の規定を準用する。
３　都道府県知事は、前二項の指定をしようとするときは、
都道府県森林審議会に諮問することができる。
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